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（令和３～６年度）

令和６年３月 

福岡市 





進行管理シートについて 
（令和３～６年度）

Ⅰ 位置づけ

 進行管理シートは、「外郭団体のあり方に関する指針」（以下「指針」という）における各

団体の取組方針に基づき、団体ごとの実施状況や成果指標の進捗について、毎年度把握を行い、

取組みの実績について公表するものです。

Ⅱ 対象団体及び掲載順序

対象団体及び掲載順序については、指針に準じています（ただし、令和２年度末まで

に解散した団体を除く）。 

Ⅲ  対象期間と作成期日

本シートは、現行の「行政運営プラン」（令和３～６年度）の期間中の取組みについて、

原則として、令和５年７月１日現在のデータに基づき作成しています。 

Ⅴ 記載事項

１ 方向性、取組方針

指針で定めている各団体の方向性、取組方針を記載しています。

２ 団体のＫＰＩ

 ＫＰＩとは、重要業績評価指標と呼ばれ、一般的にプロセスの実施状況を計測する

ために実行の度合い（パフォーマンス）を定量的に示したものであり、団体の取組み

を分かりやすい指標で示しています。 

３ 取組項目 

各団体が取組方針を実現するために、実施する取組みを年度ごとに記載しています。 

なお、団体のあり方について、見直しを行っている場合は、その旨記載し、指針策定 

時から方針変更等が図られた場合はそれが分かるよう記載しています。 

４ 取組スケジュール 

取組みの実施スケジュールを年度ごとに記載しています。



○ 目次 　（令和５年７月現在）

番号 名 称 基本財産 市出資金 出資割合 頁
(百万円) (百万円) （％）

1 （公財）福岡アジア都市研究所 30 30 100.0% 1

2 （公財）福岡市文化芸術振興財団 200 200 100.0% 5

3 （公財）九州先端科学技術研究所 300 250 83.3% 8

4 　博多港開発（株） 6,400 3,264 51.0% 13

5 （一財）博多海員会館 32 21 39.6% 17

6 （公財）福岡観光コンベンションビューロー 796 755 94.8% 20

7 （公財）福岡市水道サービス公社 15 10 66.7% 23

8 （公財）福岡よかトピア国際交流財団 3,252 900 27.7% 26

9 （株）福岡ソフトリサーチパーク 5,428 3,270 47.2% 30

10 サンセルコビル管理（株） 50 15 30.0% 34

11 　福岡市住宅供給公社 10 10 100.0% 37

12 （公財）福岡市スポーツ協会 218 160 73.3% 40

13 （社福）福岡市社会福祉事業団 5 5 100.0% 44

14 （公財）ふくおか環境財団 20 20 100.0% 49

15 （公財）福岡市緑のまちづくり協会 35 35 100.0% 53

16 　福岡北九州高速道路公社 225,057 83,781 37.2% 57

17 （公財）福岡市施設整備公社 200 200 100.0% 60

18 （株）福岡クリーンエナジー 5,000 2,550 51.0% 62

19 （公財）福岡市中小企業従業員福祉協会 10 10 100.0% 67

20 （一財）福岡コンベンションセンター 200 185 92.5% 70

21 （公財）博多駅地区土地区画整理記念会館 493 491 99.7% 74

22 　博多港ふ頭（株） 700 357 51.0% 77

23 （公財）福岡市学校給食公社 10 5 50.0% 81

24 　福岡タワー（株） 3,000 1,000 33.3% 85

25 （株）博多座 1,125 300 26.7% 89

26 　福岡地下街開発（株） 7,382 3,600 48.8% 92

27 （公財）福岡市教育振興会 61 29 47.2% 96

【　法人のあり方を検討する団体　５団体　】

【　事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体　１０団体　】

【　経営努力を行う団体　１２団体　】



負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

3,756 6,151 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 2人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

25,000千円
（R2予算額）

26,221千円

98.7%

94.6%

指針における
取組方針

　市のシンクタンクとして、調査研究機能の強化・充実に向け、事業のあり方を検証
する中で、団体のあり方を含め検討していく。

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡アジア都市研究所

基本財産 30,000千円
所管部署  総務企画局 企画調整部（本市の出資比率） (100.0%)

方向性 法人のあり方を検討する団体

主な事業

1．調査研究事業
（1）都市政策に関する調査研究
（2）アジアネットワークの形成
（3）情報の収集・分析・加工・発信
（4）人材育成

2．受託事業

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

70,983 -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

23人

②市民向け
講座、セミ
ナー等の受
講者満足度

アンケート項目「大変参考になった」「参
考になった」90％以上を目標とする。

団体のＫＰＩ

実績 93.1%

ＫＰＩ
令和４年度

①外部資金
獲得額

実績 23,338千円

前期目標額（25,000千円）を維持する
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

　主観的評価を重視する「ウェルビー
イング」という概念が、新しい都市の
評価において重要な役割を果たすと
仮定し、ウェルビーイングの定義や政
策への導入手法等について検討を
行うとともに、福岡市に住む・働く人
の主観的ウェルビーイングの現状と
規定因等を探るためにサンプル調査
を実施した。
　また、福岡市と世界の8都市を比較
するデータブックを発行するなど市の
施策立案・推進の支援に向けた調査
研究を行った。

　引き続き、市や外部委員の意見を取り
入れながら中・長期的な課題や緊急性・
重要性の高い課題などの研究を行うとと
もに、市の具体的な施策実施・推進につ
ながるデータの提供を行う。

　引き続き、市や外部委員の意見を取り
入れながら中・長期的な課題や緊急性・
重要性の高い課題などの研究を行うとと
もに、市の具体的な施策実施・推進につ
ながるデータの提供を行う。

　市の財政負担軽減の観点から、外部資金の獲得に引き続き努める。

　受託事業による外部資金確保に努める
とともに、国や研究機関による資金助成
を伴う公募型研究の獲得等を図り、市費
負担の軽減を図る。

　新型コロナ禍の影響により、国
の助成金事業が一部制限され、
国からの事業収入が大幅減となっ
たが、福岡市以外からの受託を２
件獲得。目標額25,000千円に対
し、26,211千円と目標を達成し
た。

　引き続き、受託事業による外部資金確
保に努めるとともに、国や研究機関による
資金助成を伴う公募型研究の獲得等を
図り、市費負担の軽減を図る。

福岡市以外からの受託を２件獲
得するとともに、大学等との共同
研究による資金を獲得した。

①市の政策立案・推進に資する調査・研究機能の充実

　国内外の諸都市データの収集・分析の実施、継続的に実施してきた福岡市及び福岡都市
圏の地域特性に応じた調査研究情報の蓄積などの活用により、エビデンスに基づく市の施
策立案の支援に取組む。

　市や外部委員の意見を取り入れながら
中・長期的な課題や緊急性・重要性の高
い課題などの研究を行うとともに、市の具
体的な施策実施・推進につながるデータ
の提供を行う。

　環境問題や感染症など未来予測が
困難な中、福岡市の地域経済の主
体である中小企業のレジリエンス向
上を図るため関係局と連携し、中小
企業が抱える課題分析や今後の取
組みの方向性などの研究を実施。ま
た、コロナ禍における人々の消費行
動・関心度の変化等の分析や福岡
市の人口、生活・経済分野指標等の
分析、他都市比較したデータブック
を発刊し、市に提供するなど市の施
策実施・推進の一助となる調査研究
を行った。

②自主財源の確保

　引き続き、市や外部委員の意見を取り
入れながら中・長期的な課題や緊急性・
重要性の高い課題などの研究を行うとと
もに、市の具体的な施策実施・推進につ
ながるデータの提供を行う。

取
組
項
目
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R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　引き続き、受託事業による外部資金確
保に努めるとともに、国や研究機関による
資金助成を伴う公募型研究の獲得等を
図り、市費負担の軽減を図る。

　引き続き、受託事業による外部資金確
保に努めるとともに、国や研究機関による
資金助成を伴う公募型研究の獲得等を
図り、市費負担の軽減を図る。

③市民向け講座、セミナー等の充実

　成果還元の一環として市民や企業等を対象にセミナーを開催し、幅広い市民に研究所の
取組みを周知するとともに、セミナーが参加者にとって満足するものかを確認し、今後の研
究所運営に反映させる。

　都市セミナー、ナレッジコミュニティの運
営方法を工夫し、研究所の取組みを広く
周知するとともに、参加者にとって満足の
いくものになっているか、終了後に実施
するアンケート調査の結果を検証し、次
回以降に反映させる。

　新型コロナ禍で従来の対面形式
からオンライン形式での開催と
なったが、都市ｾﾐﾅｰを3回、ﾅﾚｯ
ｼﾞｺﾐｭﾆﾃｨを5回実施し、計480名
に参加いただいた。オンライン開
催のため、従来参加のなかった北
海道や海外などの遠方からの参
加もあり、研究成果の幅広い周知
につながった。また、アンケート調
査結果も高評価であり、今後も市
民の関心の高いテーマを設定し、
発信していく。

　引き続き、都市セミナー、ナレッジコミュ
ニティの運営方法を工夫し、研究所の取
組みを広く周知するとともに、参加者に
とって満足のいくものになっているか、終
了後に実施するアンケート調査の結果を
検証し、次回以降に反映させる。

　都市ｾﾐﾅｰについては会場とオ
ンラインのハイブリッド開催を3回、
会場開催のﾅﾚｯｼﾞｺﾐｭﾆﾃｨを5回
実施し、計510名に参加いただい
た。オンライン参加が可能なた
め、北海道などの遠方からの参加
もあり、研究成果の幅広い周知に
つながった。また、アンケート調査
結果も高評価であり、今後も市民
の関心の高いテーマを設定し、発
信していく。

　引き続き、都市セミナー、ナレッジコミュ
ニティの運営方法を工夫し、研究所の取
組みを広く周知するとともに、参加者に
とって満足のいくものになっているか、終
了後に実施するアンケート調査の結果を
検証し、次回以降に反映させる。

　引き続き、都市セミナー、ナレッジコミュ
ニティの運営方法を工夫し、研究所の取
組みを広く周知するとともに、参加者に
とって満足のいくものになっているか、終
了後に実施するアンケート調査の結果を
検証し、次回以降に反映させる。

取
組
項
目
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実施

総合研究「地域
経済のレジリエ
ンス」・コロナ禍
分析「コロナ・イ
ンパクト・フクオ
カ」・福岡市
データブック
「FUKUOKA　
GROWTH2022
」等の調査研究
の実施

維持

外部資金
26,221千円

検討・実施

満足度94.6%
・参加者計

480名

取組
スケジュール

実績
満足度93.1%
・参加者計

510名

取組項目
令和４年度

①調査研究
機能の充実

実績

総合研究「新た
な都市の評価
に関する研
究」、「プラス
チックのリサイク
ルに関する研
究」等の調査研
究や「『第３極』
の都市2023」の
発行

②自主財源
の確保

実績
外部資金

23,338千円

③市民向け
講座、セミ
ナー等の充
実
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 5人 1人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

47.4% 60.0% 62.0% 63.0%

65.5%

69件 175件 190件 190件

101件

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市文化芸術振興財団

基本財産 200,000千円
所管部署

 経済観光文化局 文化振興部
 文化振興課（本市の出資比率） (100.0%)

方向性 法人のあり方を検討する団体

主な事業

1. 市民文化の振興（舞台芸術公演の提供等）
2. 文化芸術活動者の支援・育成（市民芸術祭・活動助成等）
3. 国内外との文化交流の促進（学校などにおける文化芸術体験事業等）
4. 文化普及、広報事業の推進（美術品・博物館資料の収集、賛助会等）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

89,037 -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

16人

ＫＰＩ
令和４年度

①財団の実
施事業に初
めて参加し
た市民の割
合

61.0%

実績

②文化芸術
活動者の支
援件数

185件

団体のＫＰＩ

実績 127件

指針における
取組方針

　市の文化振興施策における団体の役割を検証し、団体のあり方について検討し
ていく。

62.2%
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

②事業評価の検討・設定

　各事業の目標、評価軸及び達成度合
いを測る判断基準について検討する。適
切な事業の評価と振り返りを通じて、効果
的かつ効率的な事業実施を目指す。

各事業の目標、評価軸及び達成
度合いを測る判断基準について
検討するとともに、事業実施後
は、事業目的の達成度や効果等
の検証を行った。

　引き続き、各事業の目標、評価軸及び
達成度合いを測る判断基準について検
討し、適切な事業の評価と振り返りを通じ
て、効果的かつ効率的な事業実施を進
める。

各事業の目標、評価軸及び達成
度合いを測る判断基準について
検討するとともに、事業実施後
は、事業目的の達成度や効果等
の検証を行った。

　引き続き、各事業の目標、評価軸及び
達成度合いを測る判断基準について検
討し、適切な事業の評価と振り返りを通じ
て、効果的かつ効率的な事業実施を進
める。

　引き続き、各事業の目標、評価軸及び
達成度合いを測る判断基準について検
討し、適切な事業の評価と振り返りを通じ
て、効果的かつ効率的な事業実施を進
める。

　各事業の目標、評価軸及び達成度合いを測る判断基準について検討する。適切な事業
の評価と振り返りを通じて、効果的かつ効率的な事業実施を目指す。

①事務事業構成の再構築

　令和元年度に整理した事業の方向性を踏まえ、事業の再構築を進める。

　令和元年度に整理した財団の今後の
方向性を踏まえ、令和５年度を目途に事
業の再構築を進める。

今後の事業の方向性を踏まえ、
事業の再構築を行った。

　引き続き、令和元年度に整理した財団
の今後の方向性を踏まえ、令和５年度を
目途に事業の再構築を進める。

今後の事業の方向性を踏まえ、
事業の再構築を行った。

　引き続き、令和元年度に整理した財団
の今後の方向性を踏まえ、令和５年度を
目途に事業の再構築を進める。

　令和５年度までに再構築済。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

・事務事業構
成の見直しの
検討

・事業評価方
法の検討、事
業効果等の検
証

・最適な組織
体制の検討

取
組
項
目

取組
スケジュール

③最適な組織体制の検討

③最適な組
織体制の検
討

　団体事業実施に最適な組織体制を検討する。

　令和元年度に整理した財団の今後の
方向性を踏まえ、令和５年度を目途に最
適な組織体制を検討する。

財団が担う役割や今後の事業の
方向性を踏まえ、最適な組織体
制の検討を行った。

　引き続き、令和元年度に整理した財団
の今後の方向性を踏まえ、令和５年度を
目途に最適な組織体制を検討する。

財団が担う役割や今後の事業の
方向性を踏まえ、最適な組織体
制の検討を行った。

実績
・最適な組織
体制の検討

取組項目
令和４年度

①事務事業
構成の再構
築

実績
・事務事業構
成の見直しの
検討

②事業評価
の検討・設定

実績

・事業評価方
法の検討、事
業効果等の
検証

　引き続き、令和元年度に整理した財団
の今後の方向性を踏まえ、令和５年度を
目途に最適な組織体制を検討する。

　R５年度までに検討済。

継続的な事業構成の整理・見直し

事業評価方法の検討・実施

組織体制の見直し検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 40 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- - 4人 -

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）九州先端科学技術研究所

基本財産 300,000千円
所管部署

 経済観光文化局 創業・立地推進部
 新産業振興課（本市の出資比率） (250,000千円　83.3%)

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

2人
常勤
職員

31人

主な事業

システム情報技術、ナノテクノロジー、有機光デバイスの分野に関する調査研究
および社会実装、社会実証を産学官連携で推進
・定常型研究、プロジェクト型研究および受託研究・共同研究
・コンサルティング、産学連携コーディネート事業および新産業・新事業の創出
支援、人材育成　等

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

298,688 -

方向性 法人のあり方を検討する団体

指針における
取組方針

　団体の設立目的を踏まえ、これまでの成果を検証し、事業のあり方を検証する中で、団
体のあり方を含め検討していく。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

21
(10)

23
(11)

25
(12)

25
(12)

31
(19)

116
（58）

120
(60)

125
(62)

125
(62)

113
(59)

107,378 50,000 60,000 65,000

84,479

※　①、②における（　）数値は、福岡市内企業・団体数で内数

団体のＫＰＩ

実績 85,570

ＫＰＩ
令和４年度

①産業振興
への貢献
国等公募プロ
ジェクトに共
同提案及び
受託・共同研
究した企業・
団体数

23
(11)

実績
34

(20)

②産業振興
への貢献
企業・団体等
からのコンサ
ルティング件
数

120
(60)

実績
143
(47)

③外部資金
獲得額
（千円）

55,000
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

・産学官共創支援部を新設するとともに
総務部に事務部門を集約することで事
務の効率化・人材育成を図った。
・よろず相談分析NEXT、FITCOの活動
などにより、企業マッチングやコンサル
ティングを実施した。
・FITCO会員数769、BODIK参加自治
体256などネットワークを拡充した。
・経済観光文化局から３件の補助事業、
教育委員会学校給食献立情報等提供
サービス、市民局防犯カメラを利用した
行動検知の実証実験などを支援した。
・ネットワークセキュリティ対策について
の市民講演会を開催した。また、メール
マガジン等による情報提供を行った。
・組織としての今後の事業戦略につい
て、職員ワークショップ活動を行い、中
期的な事業目標である「事業推進プラ
ン」の策定に取り組んだ。

・産学官連携の更なる強化や事務部門
の効率化及び人材育成の観点等から組
織体制の見直しを行う。
・当研究所が運営する各種コンソーシア
ム等のネットワークを活用し、関連情報の
発信・提供や企業の課題解決支援の取
組を推進していく。
・当研究所関連の福岡市における行政
施策・課題等に対し、積極的に支援業務
等を推進していく。
・市民等に対し、積極的に当財団の役割
や業務内容等の情報発信を行っていく。

①団体のあり方の検討（地域経済産業振興と情報発信）

　実用化支援に資する事業手法の検討を行う。
　また、産学連携の加速化に向けて、必要な体制及び人材育成の検討を行う。

・産学官共創推進室にグリーンイノベー
ション担当を新設し、経済観光文化局の
新規事業（グリーンイノベーションチャレ
ンジ）の支援を行った。
・よろず相談分析NEXT、福岡DXコミュ
ニティの活動などにより、企業マッチング
やコンサルティングを実施した。
・福岡DXコミュニティ会員数993、
BODIK参加自治体318などネットワーク
を拡充した。
・経済観光文化局から４件の補助事業を
実施した。
・脱炭素社会の実現についての市民講
演会を開催した。また、メールマガジン
等による情報提供を行った。

・当研究所が運営する各種コンソーシア
ム等のネットワークを活用し、関連情報の
発信・提供や企業の課題解決支援の取
組を推進していく。
・当研究所関連の福岡市における行政
施策・課題等に対し、積極的に支援業務
等を推進していく。
・市民等に対し、積極的に当財団の役割
や業務内容等の情報発信を行っていく。

・令和3年度の組織体制の見直しを検証
し、産学官連携体制や更なる効率化及
び人材育成に資する体制等の検討を行
う。
・当研究所が運営する各種コンソーシア
ム等のネットワークを活用し、関連情報の
発信・提供や企業の課題解決支援の取
組を推進していく。
・当研究所関連の福岡市における行政
施策・課題等に対し、積極的に支援業務
等を推進していく。
・市民等に対し、積極的に当財団の役割
や業務内容等の情報発信を行っていく。

・当研究所が運営する各種コンソーシア
ム等のネットワークを活用し、関連情報の
発信・提供や企業の課題解決支援の取
組を推進していく。
・当研究所関連の福岡市における行政
施策・課題等に対し、積極的に支援業務
等を推進していく。
・市民等に対し、積極的に当財団の役割
や業務内容等の情報発信を行っていく。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

・最も効率的かつ効果的な組織運営等
なるよう引き続き事業実施体制等につい
て見直しを実施していく。
・研究開発・事務等の実施に必要な外部
資金の獲得に努力する。

・最も効率的かつ効果的な組織運営等
なるよう引き続き事業実施体制等につい
て見直しを実施していく。
・研究開発・事務等の実施に必要な外部
資金の獲得に努力する。

・事務局の効率化を目的に事務部門の
見直しを図る。
　また、業務改善のためのプロジェクト
チームを創設し、経理事務等見直しの検
討を進める。
・研究開発・事業等の実施に必要な外部
資金の獲得に努力する。

・総務部に事務部門を集約して業務改
善プロジェクトチームを創設し、勤務管
理システムの構築やそれに伴う出勤簿
等の廃止、経理事務の簡素化などの事
務の効率化を行った。
・プロジェクト型研究・事業3件及び受
託・共同研究17件を実施するなど、福岡
市補助金以外の外部資金を84,479千円
獲得した。

・最も効率的かつ効果的な組織運営等
なるよう引き続き事業実施体制等につい
て見直しを実施していく。
・研究開発・事務等の実施に必要な外部
資金の獲得に努力する。

・総務部に設置した業務改善プロジェク
トチームにおいて、勤務管理システムの
改善や旅行命令の電子決裁化などの事
務の効率化を行った。
・プロジェクト型研究・事業3件及び受
託・共同研究16件を実施するなど、福岡
市補助金以外の外部資金を85,570千円
獲得した。

②団体のあり方の検討（効率的・効果的な運営）

　外部資金の確保に努めるとともに、これまでの成果を検証し、事業実施体制を継続的
に見直し、最も効率的かつ効果的な運営を維持する。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

継続的に実施

・分析・解析よ
ろず相談事業
・ふくおかAI・
IoT祭り㏌SRP
開催

継続的に実施

・事務手順の
見直しと労務
管理のシステ
ム化を行い、
効率化を図っ
た。
・外部資金
84,479千円獲
得

取組
スケジュール

実績

・労務管理のシ
ステムの改善な
どを行い、効率
化を図った。
・外部資金
85,570千円獲得

取組項目
令和４年度

①団体のあ
り方の検討
（地域経済
産業振興と
情報発信）

実績

・分析・解析よろ
ず相談事業
・ふくおかDX祭
り㏌SRP開催

②団体のあ
り方の検討
（効率的・効
果的な運営）
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 781 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 2人 1人 2人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

92%

実績 99%

①博多港セ
ンタービル
入居率（貸
床面積ベー
ス）

96%

ＫＰＩ
令和４年度

指針における
取組方針

　主要事業の目途が立っていることから、今後の団体のあり方について検討してい
く。

団体のＫＰＩ

貸付金

- -

方向性 法人のあり方を検討する団体

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

4人
常勤
職員

16人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 博多港開発（株）

基本財産 6,400,000千円
所管部署  港湾空港局 総務部 総務課（本市の出資比率） (3,264,000千円　51.0%)

主な事業

1．埋立事業
2．賃貸事業（博多港センタービル、上屋倉庫、ハーバーシティ）
3. 西福岡マリーナ運営事業
4. 指定管理事業
　  博多港国際ターミナル・中央ふ頭クルーズセンター
5.クルーズ受入事業

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金

入居率向上に向けた取組みにより毎年度改善
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　同社の事業展開等を踏まえ、引き続
き、適切な財務基盤や組織体制につい
て検討を行う。

　引き続き、埋立事業などについ
て同社の活用を検討するととも
に、適切な財務基盤や組織体制
について検討を行った。

　同社の事業展開等を踏まえ、引き続
き、適切な財務基盤や組織体制につい
て検討を行う。

　同社の事業展開等を踏まえ、引き続
き、適切な財務基盤や組織体制につい
て検討を行う。

②自立的経営の推進

　自立的経営の視点に徹し、事業のさらなる収益性向上や効率化、及び組織体制の見直
しを行うとともに、自立的な資金調達により、福岡市に影響を及ぼさないスキームを徹底す
る。

　さらなる事業の効率化や組織体制の見
直しを行い、独自財源による健全経営の
維持に取り組む。

　賃貸事業の売上増や経費削減
等に取り組み、さらなる事業の効
率化を図った。

　引き続き、さらなる事業の効率化や組
織体制の見直しを行い、独自財源による
健全経営の維持に取り組む。

　引き続き、さらなる事業の効率化や組
織体制の見直しを行い、独自財源による
健全経営の維持に取り組む。

　賃貸事業や指定管理事業の売
上増等に取り組み、さらなる収益
性向上を図った。

　引き続き、さらなる事業の効率化や組
織体制の見直しを行い、独自財源による
健全経営の維持に取り組む。

①今後の事業規模に応じた適正な組織体制等の検討

　アイランドシティ整備事業（会社工区）は概ね完了したが、箱崎ふ頭地区の埋立について
同社の活用を検討しており、同社の今後の事業規模等に応じて適切な財務基盤や組織体
制について検討を行う。

　同社の事業展開等を踏まえ、適切な財
務基盤や組織体制について検討を行う。

　埋立事業などについて同社の
活用を検討するとともに、適切な
財務基盤や組織体制について検
討を行った。

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　事業計画や経営状況等について議会
や市民への十分な説明を行うとともに、さ
らなる経営の透明性の確保に取り組む。
また、市は事業内容等を的確に把握しな
がら、業務の適正な執行や効率的・効果
的な業務推進体制について指導するとと
もに、更なるコンプライアンス意識の向上
を図る。

③業務の適正を確保するための体制等の推進

　事業計画や経営状況等について議会
や市民への十分な説明を行うとともに、さ
らなる経営の透明性の確保に取り組む。
また、市は事業内容等を的確に把握しな
がら、業務の適正な執行や効率的・効果
的な業務推進体制について指導するとと
もに、更なるコンプライアンス意識の向上
を図る。

　事業計画や経営状況について、所
管事務調査での報告や、同社による
関連資料のHPへの掲載等により、経
営の透明性の確保に取り組んだ。ま
た、同社業務の執行状況や推進体
制について、適宜把握を行い、必要
に応じて指導を行うとともに、同社に
よるコンプライアンス委員会の開催等
により、更なるコンプライアンス意識
の向上を図った。

　事業計画や経営状況等について議会
や市民への十分な説明を行うとともに、さ
らなる経営の透明性の確保に取り組む。
また、市は事業内容等を的確に把握しな
がら、業務の適正な執行や効率的・効果
的な業務推進体制について指導するとと
もに、更なるコンプライアンス意識の向上
を図る。

　事業計画や経営状況等について議会や市民への十分な説明を行うとともに、さらなる経
営の透明性の確保に取り組む。また、市は事業内容等を的確に把握しながら、業務の適正
な執行や、効率的・効果的な業務推進体制について指導するとともに、更なるコンプライア
ンス意識の向上を図る。

　事業計画や経営状況等について議会
や市民への十分な説明を行うとともに、さ
らなる経営の透明性の確保に取り組む。
また、市は事業内容等を的確に把握しな
がら、業務の適正な執行や効率的・効果
的な業務推進体制について指導するとと
もに、更なるコンプライアンス意識の向上
を図る。

　事業計画や経営状況について、所
管事務調査での報告や、同社による
関連資料のHPへの掲載等により、経
営の透明性の確保に取り組んだ。ま
た、同社業務の執行状況や推進体
制について、適宜把握を行い、必要
に応じて指導を行うとともに、同社に
よるコンプライアンス委員会の開催等
により、更なるコンプライアンス意識
の向上を図った。

取
組
項
目
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績 検討

実績 一部実施

適宜実施実績 適宜実施

取組項目
令和４年度

①今後の事
業規模に応
じた適正な
組織体制等
の検討

検討

②自立的経
営の推進

一部実施

③業務の適
正を確保す
るための体
制等の推進

取組
スケジュール

検討及び実施

検討及び実施

検討及び実施

-16-



負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- - - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

30.2% 73.5%

30.7%

ＫＰＩ
令和４年度

①稼働率（客
室数ベース）

方向性 法人のあり方を検討する団体

指針における
取組方針

　財団設立目的である船員の利用率が大幅に低下していることを踏まえ、運営主体
のあり方について検討を行う。

団体のＫＰＩ

実績 50.1%

主な事業
船員の福利厚生施設（宿泊施設）の運営
「ホテルポートヒルズ福岡」

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

-
常勤
職員

4人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （一財）博多海員会館

基本財産 31,899千円
所管部署  港湾空港局 総務部 総務課（本市の出資比率） (20,890千円　39.6%)

稼働率向上に向けた取組み
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

・関係団体に対する営業活動の実施。

　関係団体に対する営業活動などにより利用者数の増加を図るとともに、施設面・接客面の
充実により利用者満足度の向上を図り、リピート利用の増加に努める。

・関連団体に対する営業活動の実施。

①団体のあり方検討

　港湾管理者としての船員に対する福利厚生のあり方、及び当財団の経営状況や従業員の
処遇等について考慮しつつ、今後の当財団運営のあり方について検討を行う。

・運営のあり方に関する意向調査と検討を
実施。

・運営のあり方に関する意向調査と検討を
実施。

直近の経営環境を踏まえて運営の
あり方について検討した。

・運営のあり方に関する意向調査と検討を
実施。

・運営のあり方に関する意向調査と検討を
実施。

②船員の利用率の向上

・関係団体に対する営業活動の実施。
船員など海事関係者の予約枠の
確保により、利用促進に取り組ん
だ。

直近の経営環境を踏まえて運営の
あり方について検討した。

・関係団体に対する営業活動の実施。
船員など海事関係者の予約枠の
確保により、利用促進に取り組ん
だ。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

③経営の安定化

　当財団は、人件費節減や宿泊料改定などによる経営改善に努め、独立採算による健全経
営を達成しているが、新型コロナウイルス感染症に伴う外的要因により経営状況が悪化して
いる。同感染症対策や増収・増客対策に取り組み、可能な限り早期の経営安定化を図る。

・利用プランの多様化、関係団体に対す
る営業活動、HPの充実による一般利用へ
のPR強化等により、増収・増客に努めると
ともに、経費節減に取り組む。
・新型コロナウイルス感染症対策の徹底に
よる安心して利用できる環境の整備。

デイユース等の利用プランの設定
や関係団体に対する営業活動の
実施や、繁忙期の割増料金およ
び閑散期の割引料金適用などに
より、増収・増客に努めるとともに、
更なる経費節減に取り組んだ。

デイユース等の利用プランの設定
や関係団体に対する営業活動の
実施や、繁忙期の割増料金およ
び閑散期の割引料金適用などに
より、増収・増客に努めるとともに、
更なる経費節減に取り組んだ。

・利用プランの多様化、関係団体に対す
る営業活動、HPの充実による一般利用へ
のPR強化等により、増収・増客に努めると
ともに、経費節減に取り組む。
・新型コロナウイルス感染症対策の徹底に
よる安心して利用できる環境の整備。

・利用プランの多様化、関係団体に対す
る営業活動、HPの充実による一般利用へ
のPR強化等により、増収・増客に努めると
ともに、経費節減に取り組む。
・新型コロナウイルス感染症対策の徹底に
よる安心して利用できる環境の整備。

・利用プランの多様化、関係団体に対す
る営業活動、HPの充実による一般利用へ
のPR強化等により、増収・増客に努めると
ともに、経費節減に取り組む。
・新型コロナウイルス感染症対策の徹底に
よる安心して利用できる環境の整備。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績 検討

実績
関係団体へ
の営業活動

の実施

利用プランの
設定や関係
団体への営
業活動や、
一般利用へ
のPRの実施

等

関係団体へ
の営業活動

の実施

令和４年度

①団体のあり
方検討

検討

②船員の利
用率の向上

③経営の安
定化

取組
スケジュール

実績

利用プラン
の設定や関
係団体への
営業活動

や、一般利
用へのPRの

実施等

取組項目

事例調査 意向調査・検討・方針決定

利用率向上及び経費節減の取組み

利用率向上の取組み
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

282,490 - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 5人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

25件 90件 275件 313件

15件 ０件

指針における
取組方針

　観光及びMICEの振興に向けた取組みを強化するため、事業の検証を行い、より効
果の高い事業に取り組んでいくとともに、自主財源の確保を進めていく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①日本政府観
光局の要件を
満たす国際会
議開催件数

250件

実績 -

貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

31人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡観光コンベンションビューロー

基本財産 796,000千円
所管部署

 経済観光文化局 観光コンベンション部
 観光産業課（本市の出資比率） (755,000千円　94.8%)

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
①事業の内容などを検討する団体

主な事業

1．観光客の誘致・受入
2．コンベンションの誘致、主催者に対する支援
3．観光･コンベンション都市福岡の広報及び宣伝
4. 観光及びコンベンションの調査、企画及び開発　等

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　引き続き、観光事業・MICEともに、社会
情勢を見定めながら、観光客や観光関連
事業者等の需要を探り、効果的な事業を
展開していく。

②財団の事業強化

　MICEのオンライン誘致や新たな開催支
援に取り組むとともに、市と一体となって
ワーケーションの推進や修学旅行等の受
入れに取り組み、観光産業の活性化を図
る。また、リモートによる観光案内などDXを
推進する。

　MICEについては、オンライン配
信や安全対策に必要な経費を支
援するとともに、オンラインによる営
業を積極的に行った。観光振興に
ついては、ワーケーションや修学
旅行の受け入れを推進するととも
に、リモート観光案内により受入環
境の整備に取り組んだ。

　観光事業・MICEともに、ポストコロナにお
ける新たなターゲットの設定・新たなコンテ
ンツの創出に取り組んで行くとともに、世
界水泳の開催に向け、市及び関係機関等
と連携した取組みを実施する。

　観光振興については国内観光
需要を取り込むべく、海辺のエリア
を活用した観光コンテンツの造成
や、福岡型ワーケーション、修学旅
行等による周遊観光の促進に取り
組んだ。
ＭＩＣＥについては、支援メニュー
の充実化、ＳＤＧｓの視点を取り入
れたコンテンツ開発等に取り組ん
だ。
※世界水泳は延期

　観光事業・MICEともに、社会情勢を見定
めながら、観光客や観光関連事業者等の
需要を探り、効果的な事業を展開してい
く。

　観光及びMICEの振興に向けた取組みを強化するため、事業効果の検証を行うとともに、各
種団体と連携し、各事業を効率的、効果的に実施する。

①財団の体制強化

　企業派遣に依存している不安定で継続性のない組織体制からの脱却をめざし、プロパー主
体の体制への検討を進める。

　プロパー職員の人材育成に努めるととも
に、環境変化に対して組織の連携・協力
態勢の推進など柔軟かつ横断的な組織
運営を行う。

　職務分担計画書を導入し、プロ
パー職員の目標の明確化、モチ
ベーション向上に努めた。また、
ワーケーションや修学旅行の事業
では、組織横断的なプロジェクト
チームを組んで取り組んだ。

　プロパー職員の人材・後継育成に努め、
組織の活性化に向けたジョブローテーショ
ンなどの検討を行う。

　誘致強化のためのネイティブ人
材や、経理担当者育成のため嘱
託の採用など体制を強化した。

　プロパー職員の人材育成に努め、企業
派遣職員が引き上げられた場合でも、安
定した組織を維持するよう努める。
　また、社会情勢の変化に応じて効果的
な組織編制を行う。

　引き続き、プロパー職員の人材育成や、
効果的な組織編成を行い、持続可能な体
制の構築に努める。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

検討

実施

検討

実施

検討

実施

取組
スケジュール

取
組
項
目

　コロナ禍の影響を考慮して行っ
ていた賛助会費の減額措置（R２
～３）を終了し、財源の安定化を
図った。

　会員サービスの充実や満足度の向上を
図りながら、賛助会員やパートナー企業の
維持・拡大に努める。

　引き続き、会員サービスの充実や満足
度の向上を図りながら、賛助会員やパート
ナー企業の維持・拡大に努める。

③財源の確保

　新たな広告協賛金の確保、戦略的で組織的な会員獲得などにより、自主財源を安定的に
確保し、活動財源の一助とする。

　新型コロナウイルスの影響による賛助会
員等への支援や需要喚起策、環境変化
などを踏まえた観光客・MICEの誘致・受
入など、当財団の事業活動への理解を得
ながら会員維持に努める。

実績 実施

取組項目
令和４年度

①財団の
   体制強化

実績 実施

②財団の
   事業強化

実績 実施

③財源の確
保

　世界水泳の開催など社会情勢を見定め
ながら、新たな賛助会員の獲得に努めると
ともに、新たな財源について検討する。

　MICEのハイブリッド開催支援、
ワーケーション・修学旅行の推進
など、観光・MICE関連産業の需要
喚起策に取り組むことで、賛助会
員から当財団の活動に対して理解
を得ながら、会員維持に努めた。
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 696,930 - 20,000

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 24人 13人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

S評価
（令和２年度

参考値）
S評価 S評価 S評価

実績 S評価

指針における
取組方針

　引き続き、民間の状況や、水道局との役割分担などを踏まえながら、団体が担う
事業のあり方について検討していく。

団体のＫＰＩ

S評価

ＫＰＩ
令和４年度

①簡易専用
水道検査外
部精度管理
調査格付け

S評価

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
①事業の内容などを検討する団体

主な事業

1．水道メーター維持管理業務
2．漏水発生給水管応急修理業務
3．給水装置等適正管理業務
4．簡易専用水道等の定期検査業務

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

43人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市水道サービス公社

基本財産 15,000千円
所管部署  水道局 総務部 経営企画課（本市の出資比率） (10,000千円　66.7%）
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　団体において実施することが効率的である
と考えられる事業のサービス水準を維持でき
るよう、最適な組織体制を検討する。

　宅地内の給水装置等に関連する業
務に特化した体制を維持しつつ、令
和４年度から、給水審査課の係体制
を業務毎から地区毎へ見直すこと
で、効率的な業務執行体制を整備し
た。

　団体において実施することが効率的である
と考えられる事業のサービス水準を維持でき
るよう、最適な組織体制を検討する。

　団体において実施することが効率的である
と考えられる事業のサービス水準を維持でき
るよう、最適な組織体制を検討する。

　宅地内の給水装置等に関連する業
務に特化した体制を維持しつつ、令
和３年度から小規模貯水槽の適正管
理啓発業務を水道局の直営とし、効
率的な業務執行体制を整備した。

取
組
項
目

①水道を取り巻く社会環境に応じた事業のあり方の検討

　局と公社を合わせた全体として最適な業務推進体制となるよう、水道事業を取り巻く社会
環境に応じ、水道事業を補完する当該団体の事業のあり方について検討する。

　他水道事業体の取組事例やニーズに関す
る情報収集を通じて、水道事業を取り巻く環
境の変化を客観的に把握し、団体の事業の
あり方を検討したうえで、外郭団体を活用し
た水道事業の強化を図る。

　水道事業を取り巻く環境の変化に
的確に対応するため、継続的に他水
道事業体の取組事例やニーズに関
する情報収集を行った。また、外郭
団体を活用した広域連携の一環とし
て、昨年度に引き続き、他町の給水
装置検査業務の受託を実施した。

　他水道事業体の取組事例やニーズに関す
る情報収集を通じて、水道事業を取り巻く環
境の変化を客観的に把握し、団体の事業の
あり方を検討したうえで、外郭団体を活用し
た水道事業の強化を図る。

   水道事業を取り巻く環境の変化に
的確に対応するため、継続的に他水
道事業体の取組事例等に関する情
報収集を行い、今後の業務内容等に
ついて検討を行った。

　他水道事業体の取組事例やニーズに関す
る情報収集を通じて、水道事業を取り巻く環
境の変化を客観的に把握し、団体の事業の
あり方を検討したうえで、外郭団体を活用し
た水道事業の強化を図る。

　他水道事業体の取組事例やニーズに関す
る情報収集を通じて、水道事業を取り巻く環
境の変化を客観的に把握し、団体の事業の
あり方を検討したうえで、外郭団体を活用し
た水道事業の強化を図る。

②最適な組織体制の検討

　団体において実施することが効率的であると考えられる事業のサービス水準を維持できる
よう、事業実施に最適な組織体制を検討する。

　団体において実施することが効率的である
と考えられる事業のサービス水準を維持でき
るよう、最適な組織体制を検討する。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績
他町の業務の
受託（令和２
年度開始）

実績

小規模貯水
槽の適正管理
啓発業務を水
道局直営化

取組
スケジュール

給水審査課
の体制見直し

取組項目
令和４年度

①水道を取り
巻く社会環境
に応じた事業
のあり方の検
討

今後の業務
内容等を検討

②最適な組織
体制の検討

・水道を取り巻く社会環境を客観的に把握し、団体の事業

のあり方を検討

・サービスの水準を維持し、事業実施に最適な組織体制を

検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 6人 1人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

0 5件 15件 20件

実績 3件

0 200人 300人 350人

170人

56 56 56
56

（現状維持以
上）

56

指針における
取組方針

　国際情勢の変化や多様化する市民ニーズに対応し、市の方向性に沿った国際施
策が実現できるよう、国際交流に係る支援機能の強化・充実に向け、事業の内容を
検討していく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①財団が支援
する地域にお
ける国際交流
事業数

10件

実績 58

2件

②ボランティア
バンクの登録
者数

250人

実績 281人

③福岡市内及
びその周辺に
ある日本語教
室の数

56

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
①事業の内容などを検討する団体

主な事業

1. 在住外国人への情報提供、相談窓口の設置
2. 国際交流ボランティア活動促進、国際交流団体支援
3. 留学生奨学金事業（日本人、外国人） 
 
4. 福岡アジア文化賞の共催及びアジア太平洋こども会議への助成

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

91,524 -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

18人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡よかトピア国際交流財団

基本財産 3,252,200千円
所管部署  総務企画局 国際部 国際政策課（本市の出資比率） (900,000千円　27.7%)
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

①地域の外国人住民との相互理解の促進に向けた取組みの充実

　外国人にも住みやすく活動しやすいまちづくりのため、地域（自治協・公民館等）における
日本人と外国人との相互理解を促進する取組みを実施する。

　地域住民と在住外国人が共生するため
の相互理解を目的に、区役所等と連携
し、公民館等で日本人と外国人がお互い
に出会うきっかけをつくり、地域の国際交
流を促進するための支援を行う。
　市国際会館において、地域住民と在住
外国人や留学生の相互理解を深めるきっ
かけづくりのため、交流イベントとして「会
館まつり」を開催する。

　地域の国際交流支援については、
公民館等地域に対して効果的な実施
方法等の助言を行うなど、企画段階
から支援を行った結果、３校区におい
て事業の実施に至った。また、交流事
例をまとめたパンフレット「地域の国際
交流（支援メニュー＆取組事例集）」を
作成し、公民館等へ配布した。
　会館まつりについては、新型コロナ
ウイルスの感染状況に鑑み、オンライ
ン上で交流を行う「オンライン運動会」
を実施した。

　地域の国際交流に関しては、今後も関
係課や区役所等と連携して、校区で自主
的に活動が実施されるよう、多文化共生
社会の実現の重要性等を改めて啓発し、
支援メニューの提示等で企画運営の支援
を行う。

　地域の国際交流に関しては、令
和３年度に作成したパンフレット
「地域の国際交流（支援メニュー&
取組事例集）」の周知を図り、区役
所・自治会・公民館担当者を対象
に18回に渡り、告知と活動促進の
依頼活動を行った。

　地域の国際交流に関しては、今後も関
係課や区役所等と連携して、校区で自主
的に活動が実施されるよう、多文化共生
社会の実現の重要性等を改めて啓発し、
支援メニューの提示等で企画運営の支援
を行う。

　地域の国際交流に関しては、今後も関
係課や区役所等と連携して、校区で自主
的に活動が実施されるよう、多文化共生
社会の実現の重要性等を改めて啓発し、
支援メニューの提示等で企画運営の支援
を行う。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　外国人総合相談支援センターの充実や
外国人支援ボランティアバンクを活用した
事業に取り組む。

　外国人総合相談支援センターの相談ス
ペースの増設やネパール語相談支援員
の配置などを行い、窓口の充実を図る。
外国人支援ボランティアバンクを活用した
事業に取り組む。

　外国人が日常生活及び社会生活を円
滑に営むことができるよう、福岡市をはじ
め関係団体と連携しながら、地域におけ
る日本語教育を推進する。

　外国人が日常生活及び社会生活を円
滑に営むことができるよう、福岡市をはじ
め関係団体と連携しながら、地域におけ
る日本語教育を推進する。

③外国人総合相談支援センターの充実等（多言語での相談機能の充実及び災害時の外
国人支援）

　在住外国人の増加及び多様化に対応できるよう、相談機能をより充実させていく。

　ＳＮＳ等のオンラインを活用した幅広い
相談対応など、外国人総合相談支援セン
ターの充実について検討する。
　外国人支援ボランティアバンクを創設
し、ボランティアによるきめ細かな個別支
援や災害ボランティアの育成等を実施す
る。

令和4年度の実施に向け、相談電
話のフリーダイヤル化・LINE通話
での相談受付の開始、ベトナム語
相談員の配置など機能拡充につ
いて検討を行った。
外国人支援ボランティアバンクを
創設し、ボランティアによるきめ細
かな個別支援や災害ボランティア
向け研修を実施した。

　外国人総合相談支援センターの充実や
外国人支援ボランティアバンクを活用した
事業に取り組む。

　相談電話のフリーダイヤル化及
びLINEコールの転送機能を活用
した相談受付の開始、ベトナム語
相談支援員の配置など機能強化
を図った。

　福岡市・福岡市教育委員会等と連携し、
事業を実施する。

　地域における日本語教育を推進
するため、「新・日本語ボランティア
養成講座（10回）」、「スキルアップ
研修（2回）」を実施した。また、国
際交流フロアにて、日本語教育・
学習等に関する参考図書コー
ナーを設置、貸出しを開始した。

②地域における日本語教育の推進

　外国人住民の日本語学習を支援するボランティアを養成する講座など、日本語ボランティ
アへの支援に取り組む。

　地域における日本語教育を推進するた
め、既存事業（日本語ボランティア養成講
座、日本語教室の情報提供）を実施する
とともに、福岡市と連携して現状・課題を
把握し、今後の事業実施について検討す
る。

　地域における日本語教育を推進
するため、「日本語ボランティア養
成講座（10回）」、「スキルアップ研
修（1回）」を開催。日本語教室の
情報提供するために「にほんご 
Class Map」を発行し、財団HPで公
開したほか、新たにオープンデー
タ化し、福岡市オープンデータサ
イトへ掲載した。

-29-



令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

現状分析・
課題整理

事業内容
検討・実施

実績
地域の国際
交流活動の
支援実施

検討
検討、方針

決定
 

実績
日本語教室
の支援検討

検討
検討、方針

決定

相談対応の
充実検討

取組
スケジュール

実績
相談対応の

充実

〃

②地域にお
ける日本語
教育の推進

実施

日本語教室
の支援実施

③外国人総
合相談セン
ターの充実
等（多言語で
の相談機能
の充実及び
災害時の外
国人支援）

実施

取組項目
令和４年度

①地域の外国
人住民との相
互理解の促進
に向けた取組
みの充実

実施
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 2人 - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

74% 74% 73% 73%

実績 78%

9回 10回 15回 15回

実績 13回

195回 187回 240回 240回

98回

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
①事業の内容などを検討する団体

主な事業
1．テナント賃貸事業
2．貸施設事業（ホール・会議室・駐車場)
3. 交流事業

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （株）福岡ソフトリサーチパーク

基本財産 5,428,000千円
所管部署

 経済観光文化局 創業・立地推進部
 新産業振興課（本市の出資比率） (3,270,000千円　47.2%)

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

3人
常勤
職員

6人

指針における
取組方針

　情報関連産業の振興やSRP地区の活性化に向け、事業の内容を検討していくととも
に、SRPビルの入居率向上に努めていく。

ＫＰＩ
令和４年度

①IT関連入
居率

75%

団体のＫＰＩ

70%

②IT関連企
業の交流を
図る取組の
開催数

15回

15回

③IT関連貸
施設利用回
数

200回

実績 244回
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

①テナント入居率の向上

　県外も含めＩＴ企業への積極的なアプローチや内覧会の実施などにより、入居率の向上を図
る。

　新型コロナウイルスのオフィス市場に与え
る影響を十分に注視しつつ、不動産仲介
会社との緊密な連携により入居促進を図
る。特に、借入金が完済となる令和6年度
終了までは入居率90％の確保に努める。Ｉ
Ｔ企業に対する賃料対応は柔軟に行い、Ｉ
Ｔ関連入居率の向上を図る。

新型コロナウイルス感染症の影響
等により厳しい環境であったが、不
動産仲介会社への営業活動により
期首95.73％から若干低下したもの
の、期末入居率90.90％を確保し
た。

　新型コロナウイルスのオフィス市場に与え
る影響を十分に注視しつつ、不動産仲介
会社との緊密な連携により入居促進を図
る。特に、借入金が完済となる令和6年度
終了までは入居率90％の確保に努める。Ｉ
Ｔ企業に対する賃料対応は柔軟に行い、Ｉ
Ｔ関連入居率の向上を図る。

リモートワークの定着等によるオフィ
ス縮小の動きが見られたが、不動産
仲介会社への営業や、当ビルの機
能のアピールなどにより、期末入居
率94.46％を確保した。

福岡市内の不動産仲介会社主要９社に対
して定期訪問を実施し情報収集を図る。ま
た、オフィス案件発生時には当ビルの高い
ビル機能や充実した利便施設、オフィス環
境などをアピールするとともに、貸施設利
用企業の分析等も行い、テナント確保に結
び付ける。

福岡市内の不動産仲介会社主要９社に対
して定期訪問を実施し情報収集を図る。ま
た、オフィス案件発生時には当ビルの高い
ビル機能や充実した利便施設、オフィス環
境などをアピールするとともに、貸施設利
用企業の分析等も行い、テナント確保に結
び付ける。

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4　
予定

R4　
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

②交流事業のさらなる充実

　「ソフトリサーチパーク地区」において、地場情報関連企業等の集積化・支援・育成を図るため
研修事業や技術者による交流会等を実施する。

　新型コロナウイルス問題の状況を見極め
つつ、オフライン又はオンラインでの交流
事業の充実を図る。

福岡ソフトリサーチパークIT講座は
オンラインで3回開催。SRP Open 
Innovation Labは89件、4,720名の
利用と、前期比24件、1,925名増。

eスポーツなどの新しい情報関連コンテンツ
を活かした、様々な分野との共同事業を企
画するなど、企業間の交流の促進やビジネ
スチャンス拡大等の支援に取り組む。

　新型コロナウイルス問題の状況を見極め
つつ、オフライン又はオンラインでの交流
事業の充実を図る。

当地区内交流会等の事務局を引き
受け、地区内交流の充実を通じて
参加企業の人材育成やビジネス
チャンス拡大等の支援を行った。

eスポーツなどの新しい情報関連コンテンツ
を活かした、様々な分野との共同事業を企
画するなど、企業間の交流の促進やビジネ
スチャンス拡大等の支援に取り組む。

③事業コストの低減

　「中長期修繕計画」に基づき、建物設備の保守修繕，更新については、引き続き競争性のあ
る発注により事業コストの低減を図る。

　当ビルは平成8年１月の竣工後25年（令
和3年1月時点）が経過。設備の老朽化にと
もなう修繕や、顧客満足度向上に寄与する
設備投資は優先順位を個別に検討の上実
施する。引き続き競争性のある発注により
事業コスト低減を図るように努める。

　建設設備更新については、必要
低限の修繕対応に止め、修繕費

は当初予算内にて対応。
【修繕費】
予算：19百万円
実績：7百万円

取
組
項
目

　当ビルは平成8年１月の竣工後25年（令
和3年1月時点）が経過。設備の老朽化にと
もなう修繕や、入居率に寄与する設備投資
は必要性を個別に検討の上実施する。引
き続き競争性のある発注により事業コスト
低減を図るように努める。

　当ビルは平成8年１月の竣工後25年（令
和3年1月時点）が経過。設備の老朽化にと
もなう修繕や、入居率に寄与する設備投資
は必要性を個別に検討の上実施する。引
き続き競争性のある発注により事業コスト
低減を図るように努める。

　当ビルは平成8年１月の竣工後25年（令
和3年1月時点）が経過。設備の老朽化にと
もなう修繕や、入居率に寄与する設備投資
は必要性を個別に検討の上実施する。引
き続き競争性のある発注により事業コスト
低減を図るように努める。

　建設設備更新については、ビル
の魅力向上のためのトイレ改修やク
ロス張替等を行ったため、当初予算
を上回ったが、引き続き、競争性の
ある発注により事業コスト削減を図
る。
【修繕費】予算：12百万円
　　　　　　実績：37百万円
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

95% 95% 97% 97%

実績 91%

実施

実績

福岡SRPIT講座、
SRPオープンイノ
ベーションラボの
実施

実施

修繕費圧縮
（予算対比
▲12百万円

取組項目
令和４年度

①テナント入
居率の向上

90%

取組
スケジュール

94%

実績
テナント入居率向
上に寄与するオ
フィスLED化

②交流事業
のさらなる充
実

福岡SRPIT講座、
SRPオープンイノ
ベーションラボの
実施

③事業コスト
の低減
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

5 9 10 10

5 9

122百万円 122百万円 122百万円 122百万円

122百万円 129百万円

実績 5

②当期末利
益剰余金

団体のＫＰＩ

122百万円

実績 142百万円

指針における
取組方針

サンセルコビルの再生に向けた対策の検討やイベント開催など活性化の支援を
行うとともに、法的措置を含む滞納管理費の着実な回収などに取り組んでいく。

ＫＰＩ
令和４年度

①新規開店
の店舗数

10

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

5人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 サンセルコビル管理（株）

基本財産 50,000千円
所管部署

 住宅都市局 地域まちづくり推進部
 地域計画課（本市の出資比率） (15,000千円　30.0%)

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
①事業の内容などを検討する団体

主な事業 サンセルコビルの土地・建物の管理、運営、賃貸

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

-35-



R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　管理組合法人による、ビルの維持補修
への取り組みへの支援を行う。

管理組合法人による、エスカレー
ター・防火シャッター修理等、ビル
の維持補修の実施への支援を
行った。

　管理組合法人による、ビルの維持補修
への取り組みへの支援を行う。

　管理組合法人による、ビルの維持補修
への取り組みへの支援を行う。

　建て替えに向けた検討を実施するた
め、管理組合法人による再生検討委員
会の運営を支援する。

②管理組合法人によるビルの維持補修への取り組みへの支援

　管理組合法人による、ビルの維持補修
への取り組みへの支援を行う。

管理組合法人による、エスカレー
ター・防火シャッター修理等、ビルの
維持補修の実施への支援を行った。

　管理組合法人による、ビルの維持補修への取り組みへの支援を行う。

①管理組合法人によるビルの建て替えに向けた取り組みへの支援

　管理組合法人において、ビルの老朽化も進む中、将来の建て替えに向けた検討を支援
し、建て替え後のビル管理業務のあり方についても検討する。

　建て替えに向けた検討を実施するた
め、管理組合法人による再生検討委員
会の運営について支援する。

建替えに向けた検討を行う決議に
基づき、管理組合法人による再生
検討委員会の運営を支援した。

　建て替えに向けた検討を実施するた
め、管理組合法人による再生検討委員
会の運営を支援する。

建替えに向けた検討を行う決議に
基づき、管理組合法人による再生
検討委員会の運営を支援した。

　建て替えに向けた検討を実施するた
め、管理組合法人による再生検討委員
会の運営を支援する。

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績

実施
管理組合法人
が行う再生検討
委員会(年3回)

への支援

実施
管理組合法人
が行う再生検討
委員会(年2回)

への支援

実績

実施
ｴｽｶﾚｰﾀｰ・防火
ｼｬｯﾀｰ等、ビル
の維持補修の実

施への支援

実施
ｴｽｶﾚｰﾀｰ・防火
ｼｬｯﾀｰ等、ビル
の維持補修の実

施への支援

当期末利益
剰余金

122百万円
（R2末時点）

当期末利益
剰余金

122百万円

当期末利益
剰余金

129百万円
実績

当期末利益
剰余金

142百万円

取組項目
令和４年度

①管理組合
法人によるビ
ルの建て替
えに向けた
取り組みへ
の支援

実施
管理組合法人
が行う再生検討
委員会(年1回)

への支援

②管理組合
法人によるビ
ルの維持補
修への取り
組みへの支
援

実施
ｴｽｶﾚｰﾀｰ・防火
ｼｬｯﾀｰ等、ビル
の維持補修の実

施への支援

③ビルの良
好な維持管
理のための
安定経営の
維持

取組
スケジュール

　未収金債権の回収、管理費収入の確
保のため、管理費の滞納整理に取り組
む。

　未収金債権の回収、管理費収入の確
保のため、管理費の滞納整理に取り組
む。

③ビルの良好な維持管理のための安定経営の維持

　ビル管理会社としての本来の使命である、ビルの良好な維持管理を持続するために、経
費節減等により、当該団体の安定的な経営の維持に取り組む。

　未収金債権の回収、管理費収入の確
保のため、管理費の滞納整理に取り組
む。

滞納者の状況を分析しながら、滞納者に対
する催促や、督促状の発送を行い、長期滞
納者に対しては、弁護士と協議しながら、
法的措置を含めた管理費の滞納整理に取
り組み、未収金債権の回収を図った。

　未収金債権の回収、管理費収入の確
保のため、管理費の滞納整理に取り組
む。

滞納者の状況を分析しながら、滞納者に対
する催促や、督促状の発送を行い、長期滞
納者に対しては、弁護士と協議しながら、
法的措置を含めた管理費の滞納整理に取
り組み、未収金債権の回収を図った。

取
組
項
目

ビルの維持補修

管理組合法人によ

る、建替えに向け

た検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

5,305 4,808,197 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

2人 - 49人 7人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

73.25% 73.25% 73.25% 73.25%

73.67%

85.9% 86.0% 86.0% 86.0%

87.1%

指針における
取組方針

　市営住宅の指定管理業務については、公募の試行結果を踏まえながら、公募の本
格導入及び導入する区域・業務範囲の拡大に向けて、引き続き検討していく。

実績 74.04%

②単身高齢
者世帯の緊急
連絡先登録
率

86.0%

団体のＫＰＩ

実績 90.2%

ＫＰＩ
令和４年度

①市営住宅
家賃の口座振
替率

73.25%

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
②市との随意契約などのあり方を検討する団体

主な事業
1.分譲住宅事業
2.賃貸住宅事業
3.市営住宅管理等事業　（管理代行・指定管理）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

2人
常勤
職員

92人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 福岡市住宅供給公社

基本財産 10,000千円
所管部署  住宅都市局 住宅部 住宅計画課（本市の出資比率） (100.0%)
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

市営住宅管理業務について、公社
としてコミュニティ支援や福祉的配慮
などへの対応が求められることを踏
まえた組織体制の検討、及び次期
経営計画（R5～R9）の策定に向けた
機構要求を行った。（公募指定管理
については市の方針により継続が決
定。）

・市営住宅管理業務については、令和５
年度以降の管理方法の方針や業務量の
増減を考慮しながら組織体制を検討す
る。
・高齢化など社会情勢の変化を受けて、
市の住宅政策に呼応する今後公社の担
うべき業務について、研究を進め新規事
業の方針を決定する。

コミュニティ支援や福祉的配慮など
の新規事業の検討・実施や、これに
必要な柔軟かつ効率的な組織体制
の構築（固有職員の採用、派遣職員
の引上げ等）を盛り込んだ、次期経
営計画（R5～9）を策定した。

取
組
項
目

①市営住宅の 適な管理手法の検討

　市営住宅管理業務の一部において、公募指定管理者を一部の区で試行的に導入してお
り、その効果と課題の検証結果を踏まえ、 適な管理手法を検討する。

・公募指定管理者の試行導入の検証結
果等を踏まえ、令和５年度以降の市営住
宅管理方法の方針決定を行う。

・試行の検証の結果、公募指定管理者の
サービスは入居者から評価を得た一方、管
理主体が複数となり、コストの増加や業務
が非効率になるなど課題が見つかった。
・令和５年度からは、コスト縮減や業務の
効率化を図るため、対象３区を１つに大括
り化し、指定管理者の公募を継続するとと
もに、その他の区及び業務は、引き続き住
宅供給公社による管理を行うことについて
方針を決定した。

・令和５年度以降の管理方法の方針を踏
まえ、指定管理者の指定等を行う。

・経営計画に基づき、コミュニティ支援や
福祉的配慮などの新規事業について、
市と公社が連携して検討・実施する。
・新規事業や安定したサービスの提供に
向け、中長期的に公社業務に携わる固
有職員の採用などにより、高い専門性を
持つ自律的な組織体制を構築する。

・コスト縮減や業務の効率化を図るた
め、中央・南・城南区の３区を１つに大
括り化し、市営住宅管理の一部業務を
行う指定管理者を公募のうえ決定した。

・新たな管理手法による管理を開始す
る。また、指定管理者モニタリング等によ
り、業務の履行状況について確認・検証
を行う。

・指定管理者モニタリング等により、業務
の履行状況について確認・検証を行う。

②組織体制の検討

　市営住宅管理業務の今後の方向性と新たな住宅政策を受け、事業規模に応じた組織体制
の検討を行う。

・市営住宅管理業務については、公募指
定管理者の試行導入の検証結果を踏ま
えながら令和５年度からの組織体制を検
討する。
・高齢化など社会情勢の変化を受けて、
市の住宅政策に呼応する今後公社の担
うべき業務について、研究を進め新規事
業の検討を行う。

-39-



R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

試行の検証
次期管理方

法検討
★方針決定

新たな管理
手法による
管理の開始

令和５年度
以降の管理
方法の方針

決定

　　　　事業動向に伴い、随時検討を進める

今後の業務・
組織体制等
検討担当課
の機構要求

取組
スケジュール

実績

新規事業・
組織体制の
構築を盛り
込んだ経営
計画の策定

・経営計画に基づき、コミュニティ支援や
福祉的配慮などの新規事業について、
市と公社が連携して検討・実施する。
・新規事業や安定したサービスの提供に
向け、中長期的に公社業務に携わる固
有職員の採用などにより、高い専門性を
持つ自律的な組織体制を構築する。

取組項目
令和４年度

① 適な管理
手法による市
営住宅の管理
運営

方針に基づ
く指定管理
者の指定等

実績
指定管理者
の指定

②組織体制の
検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 502,210 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 3人 2人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

19,580人 37,000人 38,000人 38,500人

30,188人

不明 80% 80% 80%

81%

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
②市との随意契約などのあり方を検討する団体

ＫＰＩ
令和４年度

①スポーツ協会
主催事業参加
者数

37,500人

実績 38,359人

②スポーツ協会
主催事業の満
足度

80%

実績 88.3%

指針における
取組方針

　現在、非公募で当該団体を指定している体育施設の指定管理者の選定方法につ
いて、公募化を検討していく。

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

35人

補助金 貸付金

73,171 -

団体のＫＰＩ

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市スポーツ協会

基本財産 218,270千円
所管部署  市民局 スポーツ推進部 スポーツ推進課（本市の出資比率） （160,000千円　73.3%）

主な事業
1．スポーツ施設の管理運営（指定管理）
2．スポーツ人材の確保・育成・活用
3．市民総合スポーツ大会の開催

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R5
予定

R5
実績

R6
予定

R6
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R5
予定

R5
実績

R6
予定

R6
実績

　現在３施設（福岡市民体育館、中央体育館、総合西市民プール）の指定管理について、当
該団体を非公募で選定しているが、指定管理期間の終了までに、次期選定時の公募・非公
募を様々な側面から、検討していく。

　福岡市民体育館及び中央体育館の次
期指定管理者の公募・非公募について検
討を行う。また、総合西市民プールにつ
いて、スポーツ協会が有するノウハウを活
かし、他の市民プールの模範となるよう、
施設の管理運営を行っていく。

②スポーツ普及振興事業のさらなる充実

　スポーツ協会の有する専門的な知識・人材、加盟団体等とのネットワークなどを活かすとと
もに、オンラインによる教室を開催するなど、より多くの市民にスポーツ参加の機会を提供す
る。また、子どもから高齢者まで、多様な市民ニーズに対応した効果的・効率的な事業を積極
的に推進し、加盟団体の活性化を図っていく。

　新スポーツ推進プラン実施計画を策定
し、効果的・効率的に推進していく。

協会が持つ官民共同組織としての
特性や専門的な知識や経験、ネッ
トワークなどを活用し、多くの市民
がスポーツに参加できる機会を提
供するとともに、多様な市民ニーズ
に対応した効果的・効率的なス
ポーツ事業を実施した。新スポー
ツ推進プラン実施計画は福岡市に
あわせて、令和４年度に策定す
る。

　指定管理施設について、スポーツ協会
が有するノウハウを活かし、他の施設の模
範となるよう、管理運営を行っていく。ま
た、次期指定管理者の公募・非公募につ
いて、引き続き検討を行っていく。

令和４年度は福岡市民体育館、中
央体育館、総合西市民プールの３
施設について、協会が有するノウ
ハウを活かし、他施設の模範となる
管理運営を行った。

　指定管理施設について、スポーツ協会
が有するノウハウを活かし、他の施設の模
範となるよう、管理運営を行っていく。ま
た、次期指定管理者の公募・非公募につ
いて、引き続き検討を行っていく。

　指定管理施設について、スポーツ協会
が有するノウハウを活かし、他の施設の模
範となるよう、管理運営を行っていく。ま
た、次期指定管理者の公募・非公募につ
いて、引き続き検討を行っていく。

　新スポーツ推進プラン実施計画に基づ
き、各種事業を効果的・効率的に推進し
ていく。

新スポーツ推進プラン（R5～10年
間）及び、それに基づく３か年の実
施計画を策定した。

　新スポーツ推進プラン実施計画に基づ
き、各種事業を効果的・効率的に推進し
ていく。

　新スポーツ推進プラン実施計画に基づ
き、各種事業を効果的・効率的に推進し
ていく。

令和３年度はスポーツ協会を福岡
市民体育館及び中央体育館の指
定管理者に非公募で指定した。総
合西市民プールについても、協会
が有するノウハウを活かし、他施設
の模範となる管理運営を行った。

①今後の指定管理事業の検討

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R5
予定

R5
実績

R6
予定

R6
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実施・検証

現状分析
検討

実施・検証

現状分析
検討

実施・検証

実施・検証

  企業等からの広告料・協賛金の確保、ス
ポーツ振興くじ助成などの関係機関の助
成制度の活用など財政基盤の強化に向
け積極的に取り組む。また、令和３年度か
らスポーツ体験塾の参加料を有料化す
る。

加盟団体負担金　4,200千円、広
告料収入　541千円、スポーツ振
興くじ助成金　1,507千円、賛助会
費  3,926千円、企画事業参加料
等　522千円など収入確保に努め
た。

  企業等からの広告料・協賛金の確保、ス
ポーツ振興くじ助成などの関係機関の助
成制度の活用など財政基盤の強化に向
け積極的に取り組む。

加盟団体負担金　4,200千円、広
告料収入　397千円、スポーツ振
興くじ助成金　1,600千円、賛助会
費  3,942千円、企画事業参加料
等　723千円など収入確保に努め
た。

  企業等からの広告料・協賛金の確保、ス
ポーツ振興くじ助成などの関係機関の助
成制度の活用など財政基盤の強化に向
け積極的に取り組む。

　企業等からの賛助会費の拡充及び広告料・協賛金の確保、スポーツ振興くじ助成などの関
係機関の助成制度の活用等、財政基盤の強化に向け、積極的に取り組む。

③自主財源の拡大

実績 実施・検証

実績 実施・検証

  企業等からの広告料・協賛金の確保、ス
ポーツ振興くじ助成などの関係機関の助
成制度の活用など財政基盤の強化に向
け積極的に取り組む。

取組項目
令和４年度

①今後の指
定管理事業
の検討

公募・非公募の検討、実施・検証

実績 実施・検証

②スポーツ
普及振興事
業のさらなる
充実

③自主財源
の拡大

実施・検証

取
組
項
目

取組
スケジュール

★新スポーツ推進プラン実施計画策定

★新スポーツ推進プラン実施計画策定
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 2,520,108 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 1人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

71,026人 86,406人

72,380人

93.9% 95%

95.8%

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （社福）福岡市社会福祉事業団

基本財産 5,000千円
所管部署

 福祉局 障がい者部
 障がい企画課（本市の出資比率） (100.0%)

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
②市との随意契約などのあり方を検討する団体

主な事業

1．第2種社会福祉事業
　（障害児通所支援事業、身体障害者福祉センター、障害児相談支援事業など）　
2．その他委託を受けた福祉サービス事業
　（障がい者就労支援センター、発達障がい者支援センターなど）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

86,004 -

ＫＰＩ
令和４年度

①延べ療育
人員

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

379人

指針における
取組方針

　団体との随意契約を見直すとともに、現在、非公募で当該団体を指定している福
祉施設の指定管理者の選定方法について、公募化を検討していく。

実績 70,636人

②施設利用
者満足度
（アンケート）

団体のＫＰＩ

実績 95.0%
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R３
予定

R３
実績

R４
予定

R４
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R３
予定

R３
実績

R４
予定

R４
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　市は、契約の競争性確保の観点から、また事業の必要性を検証し、民間事業者の参入状
況も踏まえながら事業団との随意契約のあり方を見直し、公募化、事業の統廃合を検討す
る。

①指定管理施設の公募化

　現在、６施設の市立障がい児・者施設の指定管理について、当該団体を非公募（うち１施
設は公募）で選定しているが、市は、現在の指定管理期間が終了する令和７年度（ももち福
祉プラザは令和５年度）までに、公募・非公募について検証・検討し、方針決定等を行う。

・非公募で指定管理を行っている施設に
ついて、令和７年度（ももち福祉プラザは
令和５年度）からの次期指定管理期間に
向けて、各施設の特性等を踏まえ公募・
非公募の検証、検討を行う。

ももち福祉プラザについては、民間
ヒアリング等を踏まえ、公募の方針
を決定した。

・引き続き公募・非公募の検証・検討を
行う。ももち福祉プラザについては、方
針を決定し、指定管理者の選定を行う。

ももち福祉プラザについては、利用
者（保護者）説明会や半年の引継
ぎ期間を設けた上で、指定管理者
の選定を行った。

・引き続き公募・非公募の検証・検討を
行う。

・引き続き公募・非公募の検討・検証を
行い、施設ごとに公募又は非公募の方
針を決定し、指定管理者の選定を行う。

②随意契約のあり方見直し

・事業の必要性、民間事業者の参入状
況も踏まえ随意契約のあり方を見直し、
公募化、事業の統廃合を検討する。

・事業の必要性、民間事業者の参
入状況も踏まえ随意契約のあり方
を見直し、公募化、事業の統廃合
について検討を行い、事業団しか
受託できない事業のみを随意契約
している。

・引き続き事業の必要性、公募化等の検
討行う。

事業の必要性、民間事業者の参入
状況も踏まえ随意契約のあり方を
見直し、公募化、事業の統廃合に
ついて検討を行い、事業団しか受
託できない事業のみを随意契約し
ている。

・引続き事業の必要性、公募化等の検
討を行う。

・引き続き事業の必要性、公募化等の検
討行う。
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R３
予定

R３
実績

R４
予定

R４
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

③組織体制の整備

　事業団は、専門職員の確保・育成及び支援技術の質の維持・継承に留意しながら、公募
化への対応等を踏まえ、効果的・効率的な組織運営を行う体制の整備を適宜行う。

・公募化等への対応と専門職員の確保
を踏まえた職員の新規採用の実施。
・利用者ニーズへの対応や効果的・効率
的な組織運営に向け、必要な組織体制
の整備を行う。

・公募化への対応と専門職員の確
保を踏まえ、R2年度退職者13名及
び欠員補充のため、13名（うち医師
1名）の職員を採用した。
・療育や相談ニーズの増加に対応
すべく、関係施設において職員の
増員など組織体制を整備した。

・公募化等への対応と専門職員の確保
を踏まえた職員の新規採用の実施。
・利用者ニーズへの対応や効果的・効率
的な組織運営に向け、必要な組織体制
の整備を行う。

・公募化等への対応と専門職員の
確保を踏まえ、R3年度退職者及び
欠員補充のため、8名の職員を採
用した。
・利用者ニーズや制度改正に対応
すべく、小児科医の増をはじめ、関
係施設において組織体制を整備し
た。

・指定管理者制度への対応と専門職員
の確保を踏まえた職員の新規採用の実
施。
・利用者ニーズへの対応や効果的・効率
的な組織運営に向け、必要な組織体制
の整備を行う。

・指定管理者制度への対応と専門職員
の確保を踏まえた職員の新規採用の実
施。
・利用者ニーズへの対応や効果的・効率
的な組織運営に向け、必要な組織体制
の整備を行う。
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R３
予定

R３
実績

R４
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

・自主事業である児童発達支援センター
分園及び移行型グループホームについ
て、利用者確保等に努め運営の安定を
図る。
・効率的な予算執行や自主事業の収益
等による運転資金等の積立を行い、財
務基盤の強化に努める。

・自主事業である児童発達支援センター
分園及び移行型グループホームについ
て、利用者確保等に努め運営の安定を
図る。
・効率的な予算執行や自主事業の収益
等による運転資金等の積立を行い、財
務基盤の強化に努める。

　事業団は、効率的な法人経営により、経営の自立性を高め、持続的な経営基盤の確立に
努める。

・自主事業である児童発達支援センター
分園及び移行型グループホームについ
て、利用者確保等に努め運営の安定を
図る。
・効率的な予算執行や自主事業の収益
等による運転資金等の積立を行い、財
務基盤の強化に努める。

・児童発達支援センター分園4施設
及び移行型グループホームについ
て、利用者確保に努め安定的な運
営を行った。
・人件費、事務費等の効率的執行
による不用額や自主事業の収益等
を運転資金等の積立資産へ積み
立てた。

・自主事業である児童発達支援センター
分園及び移行型グループホームについ
て、利用者確保等に努め運営の安定を
図る。
・効率的な予算執行や自主事業の収益
等による運転資金等の積立を行い、財
務基盤の強化に努める。

・児童発達支援センター分園4施設
及び移行型グループホームについ
て、利用者確保に努め安定的な運
営を行った。
・人件費、事務費等の効率的執行
による不用額や自主事業の収益等
を運転資金等の積立資産へ積み
立てた。

④自立的経営の推進
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

随意契約に
よる予算事
業数の減

随意契約の継
続等適宜見
直しを検討

公募化等に
伴う正規職
員定数整理
及び採用

職員の新規採
用実施
ニーズに即し
た組織体制整
備

自主事業の
拡大に向け
た協議等

自主事業の安
定的運営
不用額等の積
立による財務
基盤強化

取組
スケジュール

取組項目
令和４年度

①
指定管理施
設の公募化

実績

実績

自主事業の安
定的運営
不要額等の積
立による財務基
盤強化

③
組織体制の
整備

②
随意契約の
あり方見直
し

実績
随意契約の継
続等適宜見直
しを検討

実績

職員の新規採
用実施
ニーズに即した
組織体制整備

④
自立的経営
の推進

【ももち以外】公募化に向けた検討

事業の廃止、統合、公募化、単価契約の導入、随意契約

の継続等適宜見直し

施設・事業規模の変更に伴う定数の見直し及び新規採用

サービス利用者の確保、経費節減、収益増、自主事業の新

設等の検討

選定

【ももち】公募化に向けた検討

選定

次期指定管理期間

【ももち】公募化に向けた検討

【ももち以外】公募化に向けた検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 2,157,508 - 6,300,000

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 2人 3人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

ごみ収集事
業の収支
約170万円
（令和2年度

実績値）

ごみ収集事
業の収支
🔺1,400万円

ごみ収集事
業の収支
800万円

ごみ収集事
業の収支
1,600万円

1,717万円

自主事業の
収益

178万円
（令和2年度

実績値）

自主事業の
収益

700万円

528万円

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）ふくおか環境財団

基本財産 20,000千円
所管部署

 環境局 循環型社会推進部
 計画課（本市の出資比率） (100.0%)

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

143人

主な事業

1．し尿・ごみ収集運搬業務等
2．家庭系ごみ・し尿処理手数料徴収事務、粗大ごみ処理手数料収納事務、粗大ごみ
受付センター運営
3．西部リサイクルプラザの管理運営業務（指定管理＜公募＞）
4．福岡市葬祭場の管理運営に関する業務（指定管理＜非公募＞）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

28,295 -

実績 3,412万円

②自主事業
の事業費の
確保

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
②市との随意契約などのあり方を検討する団体

ＫＰＩ
令和４年度

①ごみ収集
業務の効率
化

ごみ収集事業
の収支
0万円

指針における
取組方針

　団体との随意契約について、民間で実施可能なものについては、競争性のある契約
に見直すとともに、業務に応じた組織体制としていく。

実績 1,106万円

団体のＫＰＩ

Ｒ３の水準を目標に努力する
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　社会ニーズの変化で生じた遺品整理等の課題に対応するため、市の100%出資や公益法人
という強みを生かしながら試験的に事業を実施し、採算性等を踏まえて事業実施を判断する。

①随意契約のあり方の検討

　団体との随意契約のうち、民間で実施可能な事業については、財団の雇用状況を踏まえな
がら競争性のある契約に向けて引き続き検討を行う。

　社会情勢等を勘案しながら、財団が行う
事業において、随意契約のあり方につい
て今後も検討していく。

財団が行う随意契約については、今
後も市と協議し検討を行っていく
が、令和３年度は民間開放する事
案はなかった。

　社会情勢等を勘案しながら、財団が行う
事業において、随意契約のあり方につい
て今後も検討していく。

財団が行う随意契約については、今
後も市と協議し検討を行っていく
が、令和４年度は民間開放する事
案はなかった。

　社会情勢等を勘案しながら、財団が行う
事業において、随意契約のあり方につい
て今後も検討していく。

　社会情勢等を勘案しながら、財団が行う
事業において、随意契約のあり方につい
て今後も検討していく。

②新規事業の実施

　遺品整理等に関するノウハウの蓄積や
効率性について、社会ニーズに応じたリ
ユース・リサイクルなど含め、今後のコロナ
禍の状況を踏まえながら、引き続き調査
研究を行う。

　遺品整理等に関するノウハウの蓄
積や効率性について、引き続き調
査研究を行い市へ報告を行った。

　遺品整理等に関するノウハウの蓄積や
効率性について、社会ニーズに応じたリ
ユース・リサイクルなどを含めた報告を行
う。

・事業系食品廃棄物のリサイクルに
関する調査を行い、課題の抽出を
行った。
・家財整理に関して、ごみ収集運搬
業者と家財整理業者が連携する枠
組みを構築した。

　福岡市の外郭団体として、遺品整理を
含めた事業のうち、社会ニーズを踏まえな
がら、公益法人という強みを活かしたもの
が何であるのか検討を行う。

取
組
項
目

　福岡市の外郭団体として、遺品整理を
含めた事業のうち、社会ニーズを踏まえな
がら、公益法人という強みを活かしたもの
が何であるのか検討を行う。

-50-



R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　オンラインの利用や諸規程等の見直し
による業務の効率化を図り、業務量に応じ
た定数管理や時間外勤務の削減などを
行うことで経費節減を図る。

③業務の効率化及び経費節減

　業務のより一層の効率化、組織のスリム化及び人件費の見直し等により、経費節減を進め
る。

　オンラインの利用や諸規程等の見直し
による業務の効率化を図り、業務量に応じ
た定数管理や時間外勤務の削減などを
行うことで経費節減を図る。

・時間意識の向上を図るため、ノー
残業デーの推進及び年次有給休暇
の取得促進を行った。
・コロナウイルス感染対策も含めた
取組みとして、理事会や経営会議
等をオンラインで実施した。

取
組
項
目

　職員の高齢化等を踏まえ、職員の計画
的な採用と雇用制度等について検討す
る。
　専門的な知識・技術や災害支援に関す
る研修等を行うとともに、ＯＪＴ等によるノウ
ハウの蓄積や継承及び人事交流を含め
検討する。

　職員の高齢化等を踏まえ、職員の計画
的な採用と雇用制度等について検討す
る。
　専門的な知識・技術や災害支援に関す
る研修等を行うとともに、ＯＪＴ等によるノウ
ハウの蓄積や継承及び人事交流を含め
検討する。

④財団職員の人材育成

　長期的視点に立った職員の補充や、公益性を発揮し、専門性を高めるために、職員研修を
継続して実施し、本市の廃棄物行政を補完する機能を維持・強化する。

　職員の高齢化等を踏まえ、職員の計画
的な採用と雇用制度等について検討す
る。
　専門的な知識・技術や災害支援に関す
る研修等を行うとともに、ＯＪＴ等によるノウ
ハウの蓄積や継承及び人事交流を含め
検討する。

・専門的な知識・技術や災害支援に
関する研修等を行った。

　職員の高齢化等を踏まえ、職員の計画
的な採用と雇用制度等について検討す
る。
　専門的な知識・技術や災害支援に関す
る研修等を行うとともに、ＯＪＴ等によるノウ
ハウの蓄積や継承及び人事交流を含め
検討する。

・災害支援を含めた現場部門の体
制強化（運転手確保）のため、技能
労務職の正規職員の採用を行っ
た。
・専門的な知識・技術や災害支援に
関する研修等を行った。

　オンラインの利用や諸規程等の見直し
による業務の効率化を図り、業務量に応じ
た定数管理や時間外勤務の削減などを
行うことで経費節減を図る。

・時間意識の向上を図るため、ノー
残業デーの推進及び年次有給休暇
の取得促進を行った。
・コロナウイルス感染対策も含めた
取組みとして、理事会や経営会議
等をオンラインで実施した。

　オンラインの利用や諸規程等の見直し
による業務の効率化を図り、業務量に応じ
た定数管理や時間外勤務の削減などを
行うことで経費節減を図る。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

民間開放可能
な事業の検討

検討 検討

新規事業の調
査・研究
啓発事業の拡
充

遺品整理等に
関する調査研
究

・屋内の片付
け業務に係る
課題･調査（継
続中）
・夜間ごみ収
集等を紹介す
る動画を作
成・配信した。
・JICA課題別
研修をオンラ
インで実施。

遺品整理等に
関する調査研
究を行い市へ
報告を行っ
た。

効率化、組織
のスリム化及
び人件費の見
直し等による
経費節減

・ﾉｰ残業ﾃﾞｰ
の促進。
・中途退職者
(非正規職員)
の退職不補充
による人件費
の削減。

・ﾉｰ残業ﾃﾞｰ
の促進。

職員研修の実
施

正規職員の採
用実施（事務
職4名・技能労
務職4名）

コロナ感染対
策を行いなが
ら人材育成研
修の実施（7研
修）

取組
スケジュール

実績

・正規職員の採
用実施（技能労
務職5名）
・コロナ感染対
策を行いながら
人材育成研修
の実施

検討

取組項目

実績
・ﾉｰ残業ﾃﾞｰの
促進。

④財団職員
の人材育成

実績

③業務の効
率化及び経
費節減

②新規事業
の実施

実績

・事業系食品廃
棄物のリサイク
ルに関する調
査を実施
・家財整理に関
して、ごみ収集
運搬業者と家
財整理業者が
連携する枠組
みを構築した
・JICA課題別研
修と合同で国内
の専門家向け
研修を実施

令和４年度

①随意契約
のあり方の検
討

随意契約のあり方について検討

計画的な職員の補充及び専門的な知識・技術の蓄積や継承

公益法人という強みを活かしたものについて

検討

業務の効率化及び経費節減を図る
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

1,545 1,118,618 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 6人 6人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

630人・団体 645人・団体 675人・団体 690人・団体

実績 638人・団体 691人・団体

1,200人 2,200人 2,700人 3,000人

4,110人 4,573人

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

52人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市緑のまちづくり協会

基本財産 35,000千円
所管部署

 住宅都市局 一人一花推進部
 一人一花推進課（本市の出資比率） (100.0%)

方向性
事業内容や随意契約などのあり方を検討する団体
②市との随意契約などのあり方を検討する団体

主な事業

1．都市の緑化推進・普及啓発
2．公園緑地の管理運営（指定管理：東平尾公園、舞鶴公園）
3．都市緑化基金の造成及び管理
4．駐車場及び公園等における便益施設（売店・レストラン）の管理運営

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

ＫＰＩ
令和４年度

指針における
取組方針

　街路樹の維持管理業務について団体との随意契約を見直すとともに、現在、非
公募で当該団体を指定している公園の指定管理者の選定方法の公募化やその他
の業務の見直しを検討していく。

団体のＫＰＩ

①一人一花
共働者（人・
団体）

660人・団体

762人・団体

②緑のコー
ディネーター
が主体となる
啓発事業の参
加者数（人）

2,400人

実績 5,242人
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

①一人一花運動のさらなる推進

　一人一花運動の定着に向けて緑のコーディネーターをはじめとする市民ボランティアの育
成など多様な共働者を巻き込むことで、より多くの活動を生み出すとともに、持続可能な仕
組みづくりを進める。

　締結された随意契約の業務の一部を、
市が直接行う場合の算定資料とするため
に、協会が行う業務について整理を行
い、業務量を測定する。

　検討の結果、より効果的、効率的な実
施方法を進めていく。

　現場作業など再委託している一部の業務については、協会が再委託する場合と市が直
接委託する場合について、どちらが効果的かつ効率的な業務となるか、状況の変化を確認
しつつ、比較、検討する。

協会が行っている各業務につい
て、比較・検討を行うための業務
の棚卸しおよび業務量の測定、
整理を行った。

　各業務の業務量の測定結果をもとに、
市が直接行う場合と協会が委託して行う
場合の費用比較を行う。

現状の協会が行っている業務量
を踏まえ、再度、市の直営の場合
と協会に再委託する場合の費用
比較を行った。

②街路樹の維持管理業務委託の効率的な実施方法の検討

　団体のノウハウが業務実施に不可欠で
あるという状況に変化がないかの確認を
行う。

　花づくり活動団体、緑のコーディネー
ターによる一人一花企画への新たな参
画事例を実施する。
　活動者が集う交流会を開催しネットワー
ク強化を通じて、一人一花運動の定着を
図る。

　一人一花運動の輪を広げ定着させるた
めに、先導者となる緑のコーディネー
ターのレベルアップを図るとともに、養成
講座を開催し新たな認定登録者の拡大
を図る。
　一人一花運動の多様な共働者が集
い、交流し、学び発信するあり方（一人一
花運動の拠点化）について検討を行う。

緑のコーディネーターのレベルアップの
ための研修会を開催するとともに、養成
講座を開催し、新たに10期生74名を養成
した。
   植物園における一人一花運動の拠点
機能強化の検討において、園内に都市
緑化啓発拠点施設の設置を決定し、事
業者公募、実施設計を行った。

　花づくり活動団体、緑のコーディネー
ターによる一人一花企画への新たな参
画事例を検討する。
　一人一花運動の先導者となる緑のコー
ディネーター（11期生）の養成講座を開
催し、認定登録者の拡大を図る。

　花づくり活動団体、緑のコーディネー
ターによる一人一花企画への新たな参
画事例を検討する。
　一人一花コンダクター、一人一花アン
バサダー、一人一花メディアパートナー
等との共働に取り組む。

花づくり活動団体、緑のコーディネーターによる一
人一花企画への新たな参画事例として、一人一花
サミットにてガーデンチャンピオンシップ大会を開
催した。
　また、令和５年３月に供用を開始したボタニカルラ
イフスクエアでは、緑のコーディネーターによる市
民向け一人一花推進企画をスタートさせた。
　一人一花運動の輪をさらに広げるため、ガーデン
ラボや、ボタニカルライフスクエアでの花づくり活動
団体交流会、研修会、緑のコーディネーター意見
交換会を開催し、人材づくりに取り組んだ。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　昨年度に引き続き、新たに設定した事業評
価項目により、両公園の管理運営に係る事
業評価を実施しつつ、次期指定管理者選定
に向け，両公園の管理の在り方の検討を行う
とともに，最適な選定方法について，検討を
進める。

　当該団体の管理運営内容について、
新たな評価項目で事業評価を実施す
る。また、両公園の次期指定管理者の選
定に必要な諸手続きを行う。

④様々な事業の展開に対応できる組織の見直し

③非公募で選定した公園における適切な事業評価の実施

　現在、非公募で指定管理者を選定している東平尾公園、舞鶴公園について、当該団体
の取組みや管理運営能力を客観的に評価できる事業評価項目を設定し、適切な事業評価
を実施したうえで、令和６年度の次期指定管理者選定に向け、公募化を含めて最適な選定
方法を検討する。

　両公園における当団体の取組みや管
理運営能力を客観的に評価できる事業
評価項目を、外部有識者委員の意見を
ふまえ設定する。

指定管理者としての当該団体の
取組みや管理運営能力を客観的
に評価できる事業評価項目を、外
部有識者の意見をふまえ設定し
た。

　当該団体の管理運営内容について、
新たな評価項目で事業評価を実施す
る。

外部有識者意見をふまえ設定し
た新たな事業評価項目により、両
公園の管理運営に係る事業評価
を実施した。

　事業の展開に応じた職員の専門性の
強化、人材の確保、組織の見直しを行
う。

　一人一花運動の推進を始め、今後協会に求められる様々な展開に対応するため、職員
の専門性の強化及び多様な人材の確保を図るとともに、事業の内容・規模に応じた体制強
化など組織の見直しを行う。

　事業の展開に応じた職員の専門性の
強化、人材の確保、組織の見直しを行
う。

　事務力・部下指導力の向上を図る研修
への参加を支援した。
　また、事業の内容に応じた体制強化を
図るため、一人一花推進係を新設すると
ともに、電気職１名、造園職１名の採用な
ど専門的な知識を持つ人材の確保によ
る組織力の強化を図った。

　事業の展開に応じた職員の専門性の
強化、人材の確保、組織の見直しを行
う。

チーム業務の管理・改善、および業務効率化を図
る方策を学ぶ研修ための新任係長に向けた研修、
および施設管理の強化に必要な公園管理運営士
等の資格取得にかかる支援を実施した。
　また、次年度に向けて、専門性を有する職員の登
用、施設管理のさらなる安定化、新規案件への対
応などを見込み、舞鶴公園に係を新設した。

　組織力向上のため、新任係長研修を実
施するとともに転入職員に向けた研修や
専門研修などを実施する。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績

・地域の森・花づ
くり活動団体数
210団体
・緑のコーディ
ネーター認定者
252名

・地域の森・花づ
くり活動団体数
 236団体
・緑のコーディ
ネーター認定者
309名
(R4.4.1認定)
・都市緑化啓発
拠点施設事業者
公募

実績

・複数年契約２
年目の実施
・監督員直営
作業に関する
資格取得
・受託者研修
年4回

・複数年契約
の実施
・監督員直営
作業に関する
資格取得
・受託者研修
年４回

実績

・指定管理者
の指定議案提
出
・指定の告示

・新たな事業
評価項目の設
定

・機械職1名、
土木職1名採
用

・専門資格の
取得支援
・電気職１名採
用
・造園職１名採
用

取組項目
令和４年度

取組
スケジュール

実績

・専門資格の
取得支援
・電気職１名採
用
・造園職１名採
用

・複数年契約の
手法と評定項目
の改善、次年度
発注への反映
・街路樹管理シス
テムの構築、運
用
・受託者研修年4
回

③非公募で選
定した公園に
おける適切な
事業評価項
目の設定

・新たな事業
評価項目によ
る団体の管理
運営の評価

④様々な事業
の展開に対応
できる組織の
見直し

①一人一花
運動のさらな
る推進

・地域の森・花
づくり活動団体
数
 246団体
・緑のコーディ
ネーター認定者
309名
(R4.4.1認定)
・都市緑化啓発
拠点施設整備

②街路樹の維
持管理業務
委託の効率的
な実施方法の
検討

事業の展開に応じた職員の専門性の強化、人材の確保、

体制強化

新たな共働者の巻き込みによる活動の支援など

持続可能な仕組みづくりの実施

新たな事業評価項目による団体の管理運営

の評価
新たな事業評

価項目の設定
次期指定管理者の選定に向

けた諸手続きの実施

状況変化の確認，現状の委託と市直営の場合の比較検討
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

8,419 800 512,242,500 -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 26人 5人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

157,410台 167,000台 183,000台 190,000台

173,282台

指針における
取組方針

　事業計画に基づく計画的な債務償還に向け、サービスの向上など利用促進によ
る料金収入の確保を図るとともに、計画的な施設の維持管理による経費削減など、
経営努力を行っていく。

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 福岡北九州高速道路公社

基本財産 225,056,600千円
所管部署

 道路下水道局　計画部
 高速道路推進課（本市の出資比率） (83,780,500千円　37.2%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業 指定都市高速道路の新設、改築、維持管理など

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- 152,600

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

5人
常勤
職員

196人

ＫＰＩ
令和４年度

①日平均通
行台数
（台/日）

175,000台
団体のＫＰＩ

実績 186,168台
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　今後、橋梁、トンネル等の構造物が老朽化していくことを踏まえ、修繕計画に基づいた措
置、老朽化・予防保全対策を確実に実施し、道路構造物の長寿命化を図る。

①福岡高速道路の利用促進・料金収入の確保

　お客様サービスの向上ならびに事故防止・渋滞緩和対策など良好な道路管理による利用
促進を図り、安定した料金収入を確保する。

　お客様サービスの向上ならびに事故防
止・渋滞緩和対策など良好な道路管理
による利用促進を図り、安定した料金収
入を確保する。

お客様サービスの向上ならびに
事故防止・渋滞緩和対策など良
好な道路管理による利用促進を
図っている。通行台数及び料金
収入は、新型コロナウイルス感染
症の影響があったものの前年度よ
り増加したが、感染症の影響が少
ないR1年度と比べ減少している。

　お客様サービスの向上ならびに事故防
止・渋滞緩和対策など良好な道路管理
による利用促進を図り、安定した料金収
入を確保する。

お客様サービスの向上ならびに
事故防止・渋滞緩和対策など良
好な道路管理による利用促進を
図っている。通行台数及び料金
収入は前年度より増加し、新型コ
ロナウイルス感染症の影響が少な
いR1年度の水準に回復しつつあ
る。

　お客様サービスの向上ならびに事故防
止・渋滞緩和対策など良好な道路管理
による利用促進を図り、安定した料金収
入を確保する。

　お客様サービスの向上ならびに事故防
止・渋滞緩和対策など良好な道路管理
による利用促進を図り、安定した料金収
入を確保する。

②道路構造物の長寿命化に向けた取組の実施

　香椎～千鳥橋ＪＣＴの対策、築港
～天神北、千鳥橋ＪＣＴ～水城の
対策、貝塚～松島の対策を実施
した。

　香椎～千鳥橋ＪＣＴの対策、千鳥橋ＪＣＴ
～水城の対策、貝塚～多の津の対策を
実施する。

香椎～千鳥橋JCTの対策、千鳥
橋JCT～水城の対策、貝塚JCT～
多の津の対策を実施した。

　香椎～千鳥橋ＪＣＴの対策、千鳥橋ＪＣＴ
～水城の対策、貝塚～多の津の対策を
実施する。

　香椎～千鳥橋ＪＣＴの対策、築港～天
神北、千鳥橋ＪＣＴ～水城の対策、貝塚
～多の津の対策を実施する。

　千鳥橋ＪＣＴ～水城の対策、貝塚～多
の津の対策を実施する。

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

　　実施

概ね計画
どおり実施

　　メンテナンスサイクル（点検・診断・措置・記録）の取組

計画どおり
実施

　　建設

計画どおり
実施

③福岡高速３号線（延伸）の整備促進

　福岡空港の滑走路増設などの機能強化が進められている中、福岡市南部地域や太宰府
ＩＣ方面から国内線旅客ターミナルへのアクセス強化と空港口交差点をはじめとする福岡空
港周辺道路の混雑緩和を図る。

　事業に着手し、測量・調査・設計を実施
する。

　事業に着手し、測量・調査・設計
を実施した。

　測量・調査・設計を実施し、用地取得に
着手する。

　測量・調査・設計を実施し、用地
取得に着手した。

　事業を推進する。

　事業を推進する。

取
組
項
目

取組
スケジュール

③福岡高速
３号線（延
伸）の整備促
進

実績
計画どおり

実施

取組項目
令和４年度

①福岡高速
道路の利用
促進・料金
収入の確保

実績
概ね計画
どおり実施

②道路構造
物の長寿命
化に向けた
取組の実施

実績
計画どおり

実施
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 3,444,007 - 22,400,000

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 - 18人 13人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

95.9%
91％以上を

維持

95.9% 93.5%

78.8%
91％以上を

目指す

78.8% 96.4%

指針における
取組方針

　市有建築物の維持保全業務を効率的に行うとともに、経費削減に取り組んでい
く。

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市施設整備公社

基本財産 200,000千円
所管部署

 財政局 アセットマネジメント推進部
 アセットマネジメント推進課（本市の出資比率） (100.0%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業
1. 公共建築物の維持保全
2. 学校施設等の建設、貸付、譲渡

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- 83,293

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

36人

実績 97.6%

②市民向け講
座、セミナー
等の受講者理
解度

団体のＫＰＩ

実績 97.1%

ＫＰＩ
令和４年度

①施設管理
者満足度
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実施

実施

取
組
項
目

①デジタル化、オンライン化の推進

　市のデジタル化の実施状況にあわせて、学校建設事業における書面のデジタル化、業者
とのやり取りのオンライン化等を進め、業務の効率化を図る。

　市のデジタル化等の進捗状況をふま
え、公社にとって最適な対応を目指す。

業者からの提出書類について見
直し、押印の廃止を行った。

　市のデジタル化等の進捗状況をふま
え、公社にとって最適な対応を目指す。

理事会・評議員会についてオンラ
インでの開催を行った。

　市のデジタル化等の進捗状況をふま
え、公社にとって最適な対応を目指す。

　市のデジタル化等の進捗状況をふま
え、公社にとって最適な対応を目指す。

　講座、セミナー等の内容・講師等を厳
選
　（計画・実施・評価・改善）

市民の関心が高そうな、時節に合
わせた内容のセミナーを行った。

　講座、セミナー等の参加者の増加させることで、建物の維持保全にかかる調査研究の成
果を、広く一般に普及させるために、市民向け講座、セミナー等の拡充を図る。

　講座、セミナー等の内容・講師等を厳
選
　（計画・実施・評価・改善）

市民の関心が高そうな、時節に合
わせた内容のセミナーを行った。

②市民向け講座、セミナー等の拡充

取組
スケジュール

　講座、セミナー等の内容・講師等を厳
選
　（計画・実施・評価・改善）

取組項目
令和４年度

①デジタル
化、オンライ
ン化の推進 （市に歩調を合わせて）実施

実績 実施

　講座、セミナー等の内容・講師等を厳
選
　（計画・実施・評価・改善）

実績 実施

②市民向け
講座、セミ
ナー等の拡
充

講座、セミナー等の内容・講師等を厳選
（計画・実施・評価・改善）
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 3,100,308 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 1人 7人 6人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

13,543円/ｔ
16,270円/ｔ

以下

13,613円/ｔ

指針における
取組方針

　市のごみ処理計画に基づく、ごみ処理を効率的に行うとともに、経費削減など、
経営の効率化に努めていく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①ＶＦＭの基
準年度（Ｈ12
年度）の焼却
処理コスト
（16,270円/ｔ）

実績 13,862円/ｔ

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （株）福岡クリーンエナジー

基本財産 5,000,000千円
所管部署  環境局 施設部 事業推進課（本市の出資比率） (2,550,000千円　51.0%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業 東部工場（廃棄物焼却施設）の運営

市財政支出
額

R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員
数

R5.7.1現在

常勤
役員

4人
常勤
職員

76人

16,270円/ｔ以下を維持する
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　民間における経営ノウハウを生かした
コスト削減を図り、VFMの最大化を目指
して評価・事業監理を行い、経営改善を
図っていく。
　毎年の事業監理にあたっては、経営
状況報告の確認等により評価する。

①ＶＦＭ最大化のための事業監理

　民間における経営ノウハウを生かしたコスト削減を図り、VFMの最大化を目指して評価・
事業監理を行い、経営改善を図っていく。
　毎年の事業監理にあたっては、経営状況報告の確認等により評価する。
※ＶＦＭ（バリューフォーマネー）とは、支出額に対して一定水準以上の行政サービスを
提供するという考え方。

　民間における経営ノウハウを生かした
コスト削減を図り、VFMの最大化を目指
して評価・事業監理を行い、経営改善を
図っていく。
　毎年の事業監理にあたっては、経営
状況報告の確認等により評価する。

　経営状況の報告を受けて「経
営状況を説明する書類」を作成
し、議会に報告した。また、他工
場との工場運営費による比較等
の評価を行った。
　引き続き、運営コストの削減に
努めるとともに、施設の修繕・更
新を効果的、効率的に行うよう指
導を行った。

　民間における経営ノウハウを生かした
コスト削減を図り、VFMの最大化を目指
して評価・事業監理を行い、経営改善を
図っていく。
　毎年の事業監理にあたっては、経営
状況報告の確認等により評価する。

　経営状況の報告を受けて「経
営状況を説明する書類」を作成
し、議会に報告した。また、他工
場との工場運営費による比較等
の評価を行った。
　引き続き、運営コストの削減に
努めるとともに、施設の修繕・更
新を効果的、効率的に行うよう指
導を行った。

　民間における経営ノウハウを生かした
コスト削減を図り、VFMの最大化を目指
して評価・事業監理を行い、経営改善を
図っていく。
　毎年の事業監理にあたっては、経営
状況報告の確認等により評価する。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

②委託料の縮減

　東部工場の安定・安全な運転を確保
しつつ、社員の嘱託化等による人件費
の削減を行うとともに、事務事業の見直
しや本社移転による家賃等の経費の削
減に努め、委託料の縮減を行う。

　設備の仕様見直しによる長寿
命化（操業期間における設備費
用削減）の可否検討や、競争発
注による委託費・修繕費等の削
減を行った。
　家賃等の経費削減のため、本
社を東部工場へ移転し、委託料
の縮減を行った。

　東部工場の安定・安全な運転を確保
しつつ、社員の嘱託化等による人件費
の削減を行うとともに、事務事業の見直
しやその他経費の削減に努め、委託料
の縮減を行う。

　設備の仕様見直しによる長寿
命化（操業期間における設備費
用削減）の可否検討や、競争発
注による委託費・修繕費等の削
減を行った。

　東部工場の安定・安全な運転を確保
しつつ、社員の嘱託化等による人件費
の削減を行うとともに、事務事業の見直
しやその他経費の削減に努め、委託料
の縮減を行う。
　東部工場の安定・安全な運転を確保
しつつ、社員の嘱託化等による人件費
の削減を行うとともに、事務事業の見直
しやその他経費の削減に努め、委託料
の縮減を行う。

　東部工場の安定・安全な運転を確保しつつ、社員の嘱託化等による人件費の削減を
行うとともに、事務事業の見直しやその他経費の削減に努め、委託料の縮減を行う。

③売電料収入の増収

　効率的な発電と工場内消費電力の抑制に努め売電量を増やす。

　効率的な発電と工場内消費電力の抑
制に努め売電量を増やす。

　コロナ禍の影響で市全体のご
み量が減少したことに加え、炉の
補修期間が予定より延長になっ
たこと等により、ごみ処理量が計
画値の82.1％になったため、発
電電力量（売電電力量）も減少し
た。

　効率的な発電と工場内消費電力の抑
制に努め売電量を増やす。

　コロナ禍の影響で市全体のご
み量が減少したこと等により、ご
み処理量が計画値の88.9％に
なったものの、発電電力量（売電
電力量）は令和３年度と比較する
と増加した。

　効率的な発電と工場内消費電力の抑
制に努め売電量を増やす。

　効率的な発電と工場内消費電力の抑
制に努め売電量を増やす。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

④施設の長期修繕計画の定期的な見直し

　定期修理及び予備点検の結果から長期修繕計画の見直しを行い、アセットマネジメン
トにより委託料の平準化と総額の縮減を図る。

　定期修理及び予備点検の結果から長
期修繕計画の見直しを行い、アセットマ
ネジメントにより委託料の平準化と総額
の縮減を図る。

　引き続き、定期修理結果等を
反映した修繕計画の見直しを行
い、委託料の平準化と総額の縮
減に努めた。

　定期修理及び予備点検の結果から長
期修繕計画の見直しを行い、アセットマ
ネジメントにより委託料の平準化と総額
の縮減を図る。

　引き続き、定期修理結果等を
反映した修繕計画の見直しを行
い、委託料の平準化と総額の縮
減に努めた。

　定期修理及び予備点検の結果から長
期修繕計画の見直しを行い、アセットマ
ネジメントにより委託料の平準化と総額
の縮減を図る。

　定期修理及び予備点検の結果から長
期修繕計画の見直しを行い、アセットマ
ネジメントにより委託料の平準化と総額
の縮減を図る。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

取組
スケジュール

取組項目
令和４年度

①ＶＦＭ最
大化のため
の事業監理

実績

④施設の長
期修繕計画
の定期的な
見直し

実績

②委託料の
縮減

実績

③売電料収
入の増収

実績

・経営状況報告による確認 ・工場運営費比較

・運転員・整備員の嘱託化 ・その他コストの削減努力

・効率的な発電及び工場内の消費電力の抑制

・定期修理・予備点検の結果から長期修繕計画の見直し

長期計画の

見直し

・定期修理・予備点検の結果から長期修繕計画の見直し

・効率的な発電及び工場内の消費電力の抑制

・運転員・整備員の嘱託化 ・その他コストの削減努力

・経営状況報告による確認 ・工場運営費比較

長期計画の

見直し
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 - 1人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

30,445人 31,000人 32,000人 32,500人

30,445人 29,915人

指針における
取組方針

　サービス内容の充実を図るとともに積極的な営業活動による会費収入の増加や、
経費削減を図り、安定した経営に努めていく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①会員数 31,500人

実績 29,111人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市中小企業従業員福祉協会

基本財産 10,000千円
所管部署

 経済観光文化局 総務・中小企業部
 政策調整課（本市の出資比率） (100.0%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業

1.余暇事業（各種スポーツ大会、レクリエーション、施設利用の助成等）
2.健康管理事業（定期健康診断助成等）
3.給付事業（慶弔時の祝い金、弔慰金、災害時の見舞金、永年会員ほう賞記念品
等）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

6人
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

　会員増のため、利用実績・会員ニーズ等を踏まえ、会員の満足度の高い魅力的な事業を
実施していく。

①会員の加入促進

　経営安定化のため、引き続き会員の加入促進に努める。

　加入推進員（週30ｈ）を配置し、未加入
事業所に対する加入勧奨活動並びに新
規会員紹介キャンペーン等により加入促
進活動に努める。

加入推進員の活動により一定の
成果はあったが、大口事業所の
退会により目標数31,000人に対し
29,915人となった。

　加入推進員（週30ｈ）を配置し、未加入
事業所に対する加入勧奨活動並びに新
規会員紹介キャンペーン等により加入促
進活動に努める。

加入推進員の活動により一定の
成果はあったが、大口事業所の
退会により目標数31,000人に対し
29,111人となった。

　加入推進員（週30ｈ）を配置し、未加入
事業所に対する加入勧奨活動並びに新
規会員紹介キャンペーン等により加入促
進活動に努める。

　加入推進員（週30ｈ）を配置し、未加入
事業所に対する加入勧奨活動並びに新
規会員紹介キャンペーン等により加入促
進活動に努める。

②事業内容の検討・見直し

　新型コロナウイルスの影響による勤務
形態、生活様式の変化等を踏まえ、多様
化する会員ニーズに対応する事業展開
を図っていく。

コロナ禍の影響もあったが、全事
業を通じて６７９事業を企画し、延
べ52,042人の利用があった。

　新型コロナウイルスの影響による勤務
形態、生活様式の変化等を踏まえ、多様
化する会員ニーズに対応する事業展開
を図っていく。

コロナ禍の影響もあったが、全事
業を通じて６１８事業を企画し、延
べ63,198人の利用があった。

　新型コロナウイルスの影響により変化し
た勤務形態、生活様式等に対応し、多様
化する会員ニーズに対応する事業展開
を図っていく。

　新型コロナウイルスの影響により変化し
た勤務形態、生活様式等に対応し、多様
化する会員ニーズに対応する事業展開
を図っていく。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

30,445人 31,000人 32,000人 32,500人

30,445人 29,915人

検討・見直し

実施 実施

検討

未策定 未策定

取組
スケジュール

取
組
項
目

③中期経営計画の策定

　今後も独立採算を維持しつつ、継続的に公益に資する事業を実施していけるよう、中期
経営計画を定期的に策定する。

　新型コロナウイルスの影響による会員
動向等を見極めた上で今後の事業展開
並びに経営方針を検討する。

新型コロナウイルス感染症の収束
の方向性がみえないことから経営
計画は未策定

　新型コロナウイルスの影響による会員
動向等を見極めた上で今後の事業展開
並びに経営方針を検討する。

年度末近くになるまで新型コロナ
ウイルス感染症の収束の方向性
がみえなかったことから経営計画
は未策定

　新型コロナウイルス沈静化の見込みか
ら今後の事業展開並びに経営方針策定
の検討を行う。

　新型コロナウイルス沈静化の見込みか
ら今後の事業展開並びに経営方針策定
の検討を行う。

実績 未策定

令和４年度

①会員の加
入促進

31,500人

実績 29,111人

②事業内容
の検討・見直
し

実績 実施

③中期経営
計画の策定
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - 13,523,650

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 2人 4人 8人

令和２年度
（実績）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

31.8% 75% 75% 次期指定期間

43.2%

14.7% 80% 84% 次期指定期間

52.8%

－ 50% 60% 次期指定期間

38.8%

20.3% 80% 85% 次期指定期間

40.5%

▲414,996
千円

660,811千円 0円 次期指定期間

主な事業
コンベンション施設の運営管理
（福岡国際会議場、マリンメッセ福岡A館・B館、福岡国際センター）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

374,726 -

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （一財）福岡コンベンションセンター

基本財産 200,000千円
所管部署

 経済観光文化局 観光コンベンション部
 ＭＩＣＥ推進課（本市の出資比率） (185,000千円　92.5%)

82%

実績 66.1%

③施設利用率
（マリンメッセ福
岡B館）

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

2人
常勤
職員

42人

方向性 経営努力を行う団体

指針における
取組方針

　市の施策に合致したMICEの戦略的な誘致に取り組むとともに、稼働率の確保や、
経費削減など、経営努力を行っていく。

実績

団体のＫＰＩ

55%

ＫＰＩ
令和４年度

①施設利用率
（福岡国際会議
場）※多目的
ホール、メイン
ホール、国際会
議室

75%

実績 69.8%

②施設利用率
（マリンメッセ福
岡A館）

④施設利用率
（福岡国際セン
ター）

83%

実績 62.3%

⑤当期一般正
味財産増減額

169,913千円

実績 32.8%
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

①事務事業の見直し

　財団の組織体制の効率化に向け、所属間・部門間の一層の情報の一元化、共有化及び連
携強化を図る。
　指定管理者として、適切に管理運営を行っていくために、より効率的かつ効果的な運営体
制を構築する。

○中期経営計画（2019－2023年度）に基づく
取組を進めるとともに、新型コロナウイルス感
染症の影響による課題抽出や取組の方向性
について検討を行う。
〇各部門において個別の経営課題毎に改
革・改善の取組を進め、組織や仕組みの改善
を図る。また、令和３年４月より、オペレーショ
ン部を３課制から２課制とし組織の効率化を図
る。さらに、令和４年度以降、退職者が連続す
るため計画的にオペレーション部の技術部門
のアウトソーシングを進めていく。

○コロナ禍において、財団施設における催事
をより安全・安心に開催するため、施設の抗ウ
イルスコーティング施工をはじめ、オゾン除菌
機の導入、紫外線除菌機の導入などの徹底し
た感染症対策を実施した。

○令和３年４月よりオペレーション部を２課制と
し組織の効率化を図るとともに、令和４年度か
ら技術部門のアウトソーシング化を進めるた
め、令和４年度から委託職員２名を増員するこ
ととした。

取
組
項
目

○各部門において個別の経営課題毎に改
革・改善の取組を進め、組織や仕組みの改善
を図り、適切な管理運営を検討していく。

○中期経営計画（2019－2023年度）に基づく
取組を進めていく。
〇各部門において個別の経営課題毎に改
革・改善の取組を進め、組織や仕組みの改善
を図る。また、引き続き、オペレーション部のア
ウトソーシングを進めていく。

〇「人材育成プラン」に基づく職場研修や財団職員
の目標管理実施など中期経営計画（2019-2023年
度）どおり取組みを実施した。

〇外販営業および戦略的な営業を強化すること、ま
た、世界水泳の５年度再延期に伴う利用者交渉を行
うことなどを目的に、営業推進部をこれまでの１課か
ら３課体制に変更した。
　また、マリンメッセ福岡Ｂ館が開館し、４館体制と
なった施設の運営を円滑に行うため、オペレーショ
ン部を館ごとに担当を分けた４課体制に変更した。

〇これまでの経営環境の変化を踏まえて、次
期の中期経営計画（Ｒ６-10）の策定に取り組
む。
〇各部門において個別の経営課題毎に改
革・改善の取組を進め、組織や仕組みの改善
を図る。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

〇新たな財源を確保するため、共用ス
ペースである施設のロビーや壁面など、
施設資産を広告媒体として活用すること
を検討する。
〇新型コロナウイルス感染症の中で、委
託している施設維持管理業務の見直しを
行うなど経費削減を図っていく。
〇オペレーション部の技術部門のアウト
ソーシングを進め、経費の削減を図る。
〇Ｒ４年度に向けて、マリンメッセ福岡B館
の電力入札について検討を行う。

○新たな財源確保を目的として、施設の共用
スペース（ロビー、壁面等）に有料広告を掲載
するため、事業者選定を行った。

○催事の開催がコロナ前に比べ減少したた
め、施設維持管理の業務量に応じて委託内
容を見直した。

○令和４年度より、オペレーション部の技術部
門の委託職員を増やすこととし、アウトソーシ
ングを進めた。

○マリンメッセ福岡Ｂ館も他の３施設同様にＲ４
年度分の電力入札を行い、電気料金の削減
を行った。

〇引き続き、国際会議・学術会議の誘致、市
の重点分野のMICEの誘致に取り組むととも
に、４施設の利用率の目標達成に取り組む。
〇2022年世界水泳の成功に向け、市及び関
係機関・団体と連携して支援を図っていく。

世界水泳選手権大会の再延期の影響を受け、施設
利用予定は大きく変更となったが、新型コロナウイル
ス感染症によるイベント開催制限等が緩和されたこ
とにより、開催を見送っていた多くの催事が再開され
るとともに、複数施設を利用する催事への拡大化の
提案や過去利用者への営業、新規利用者誘致を
行った。

〇４施設の利用率
　・国際会議場の利用率（年度目標75％・実績69.8％）
　　※目標及び実績利用率は，中・小会議室を除く
　・マリンメッセA館の利用率（年度目標82％・実績66.1％）
　・マリンメッセB館の利用率（年度目標55％・実績32.8％）
　・国際センターの利用率（年度目標83％・実績62.3％）

○コンベンション施設の利用促進等につい
て、検討していく。

③収益の確保

　実施事業の見直しや事務改善を推進し、経費の削減及び収入の向上に取り組む。

②コンベンション推進事業のさらなる充実（MICE の推進、施設利用率の維持・向上）

　福岡市の国際経済文化都市の確立を目指し、財団の持つMICE施設の運営ノウハウをいか
して、施設の利用促進に取り組んでいく。

○国際会議・学術会議の誘致、市の重点分
野のMICEの誘致に取り組むとともに、新型コ
ロナウイルス感染症で落ち込んだ３施設の利
用率の向上に努める。
○４月開館のマリンメッセ福岡B館の利用率向
上を図るため、他３施設との一体利用を促す
など工夫した営業活動を行っていく。　
〇地域経済の活性化及び施設利用率の向上
を目的に、マリンメッセ福岡B館において、自
らが企画した催事を実施する。

〇国際会議の開催件数（目標25件・実績（見込）0
件） （注）JNTOに申請中であり、実績は見込みであ
る。

〇学術会議の開催件数（目標20件・実績 35件）

〇４施設の利用率
　・国際会議場の利用率（年度目標75％・実績43.2％）
　　※目標及び実績利用率は，中・小会議室を除く
　・マリンメッセA館の利用率（年度目標80％・実績52.8％）
　・マリンメッセB館の利用率（年度目標50％・実績38.8％）
　・国際センターの利用率（年度目標80％・実績40.5％）

○主な誘致案件：第30 回日本摂食嚥下リハビリ
テーション学会、第46 回日本高血圧学会総会、第
44 回医療情報学連合大会、ＡＰＬＡＲ 2025(アジア
太平洋リウマチ会議)　など

○初のマリンメッセ福岡Ａ館・Ｂ館での同時利用とな
る「FOOD STYLEKyushu 2021」の拡大実施に成功
した。

〇引き続き、国際会議・学術会議の誘致、市
の重点分野のMICEの誘致に取り組むととも
に、４施設の利用率の目標達成に取り組む。

〇共用スペースである施設のロビーや壁
面など、施設資産を広告媒体として活用
し、収入確保に努める。
〇オペレーション部のアウトソーシングを
進め、経費の削減を図る。

〇共用スペースに有料広告を掲載することに
ついて、事業者による市場性や収益見込みの
分析が完了した。令和５年度世界水泳終了後
から事業を実施する。
〇会議場業務のアウトソーシングを実施。職
員の深夜・早朝業務を削減し、時間外勤務縮
減を図った。

〇引き続き、実施事業の見直しを図り収
益向上に取り組んでいく。
〇委託契約の見直しやアウトソーシング
の推進を継続して行い経費削減を図って
いく。
○実施事業の見直し等について、検討してい
く。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

アウトソーシン
グの検討

実行 次期指定期間

令和４年度からの
委託内容の検討
（委託職員の増
員）

誘致の実施・
利用率の向上

実行 次期指定期間

利用率の実績
会議場43.2％

(中・小会議室除
く）

メッセA館52.8％
メッセB館38.8％
センター40.5％

収入の向上・
経費削減

実行 次期指定期間

徹底した感染症
対策を実施し、そ
の内容を幅広く広
報するとともに、
DMや訪問、電話
による営業を強化

実績

利用率の実績
会議場69.8％

（中・小会議室除
く）

メッセA館66.1％
メッセB館32.8％
センター62.3％

③収益の確
保

取組
スケジュール

取組項目
令和４年度

①事務事業
の見直し

実績
会議場業務のアウ
トソーシングを実
施

実績

県内各大学、首
都圏・関西圏の学
会事務局を中心
に訪問営業を再
開

②コンベン
ション推進事
業のさらなる
充実
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

9,246 8,800 11,000 11,000

実績 9,077

1,585 1,400 3,100 3,100

実績 1,329

方向性 経営努力を行う団体

主な事業
1．いこい室事業：会館の施設利用（有料）
2．図書室事業：図書の閲覧・貸出（総合図書館等との相互貸借）
3．駐車場用地の賃貸

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

2人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）博多駅地区土地区画整理記念会館

基本財産 492,653千円
所管部署

 住宅都市局 地域まちづくり推進部
 地域計画課（本市の出資比率） （491,366千円　99.7%）

指針における
取組方針

　資産の有効活用を行いながら財源の確保を図るとともに、経費削減に努め、安定
した経営に努めていく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①利用者数
（図書室）
（人）

9,300

10,921

②利用者数
（いこい室）
（人）

3,100

2,094
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　図書室のPRチラシを市政だよりと同時
に配布すること等により利用者拡大、定
着化を図る。

　図書室のPRチラシを市政だよりと同時
に配布すること等により利用者拡大、定
着化を図る。

　市政だよりの配布と合わせた図
書室PRチラシの配布（対象：住吉
校区）や、市政だより博多区版へ
施設ＰＲ記事を掲載するなど、利
用者の拡大、定着化を図った。

　図書室のPRチラシを市政だよりと同時
に配布すること等により利用者拡大、定
着化を図る。

　経営試算等により今後の収支の状況を
見積もるとともに、新たな自主財源や記
念会館の在り方について検討する。

②利用者定着や拡大への取り組み

　利用者ニーズを把握し、図書の充実やいこい室の改善などに反映させ、利用者満足度の
向上を図り、定着化に取り組む。

　図書室のPRチラシを市政だよりと同時
に配布すること等により利用者拡大、定
着化を図る。
　また、３年毎に行っているアンケート調
査を実施し、利用者ニーズの把握を図
る。

　図書室のPRチラシ配布、市政だ
より博多区版への施設ＰＲ記事掲
載、会館ホームページを見やすく
改修するなどにより、利用者拡
大、定着化を図った。
　３年ごとに行っているアンケート
調査については、コロナ禍のため
令和５年度に延期した。

　経営試算等により今後の収支の状況を
見積もるとともに、新たな自主財源や記
念会館の在り方について検討する。

　土地貸付事業（駐車場）の契約（R3
～R5更新について競争入札の結
果、減収となった。このため、可能な
範囲での経費の削減を図るとともに、
Ｒ４以降の土地貸付事業（携帯電話
設備設置）の増収契約変更を決定し
た。

　新たな自主財源や記念会館の在り方に
ついて検討する。

　携帯電話基地局土地貸付の増
収があったものの、駐車場土地貸
付収入については令和３～５年度
は同額のため、さらなる経費の削
減を行った。

　土地貸付事業（駐車場）の契約（Ｒ６～
Ｒ8）更新について、競争入札により増収
を図る。
　経営試算等により今後の収支の状況を
見積もる。

取
組
項
目

①自主財源による自立運営と建替資金の確保

　経費節減に取り組むとともに、自主財源を確保し、自立した運営の維持に取り組む。
　また、将来の建て替え資金の確保が万全ではないことから、その確保に取り組む。
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

土地貸付契約

建替資金積立

経営試算

契約更新

経営試算

３カ年契約

経営試算

契約更新

経営試算

実績

実施
建替資金

積立
16,700千円
(累計額)

実施
経費縮減等

建替資金
積立中止

16,700千円
(累計額)

広報活動

実績

　　　実施
①PRチラシ
の市政だより
同時配布
②市政だより
ＰＲ記事掲載

　　　実施
①PRチラシ
の市政だより
同時配布
②市政だより
ＰＲ記事掲載

      実施
①PRチラシ
の市政だより
同時配布
②市政だより
ＰＲ記事掲載
③会館HP改
修

取組項目
令和４年度

①自主財源
による自立
運営と建替
資金の確保

②利用者定
着と利用者
拡大への取
り組み

実施
経費縮減等

建替資金
積立中止

16,700千円
(累計額)

取組
スケジュール
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

6,203 1,600,254 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 2人 2人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

835,375 849,000 830,000 837,000

実績 824,281

▲48.0％ ▲48.7％ ▲51.5％ ▲51.9％

実績 ▲47.9％

方向性 経営努力を行う団体

主な事業

1. コンテナターミナル事業
　 荷役機械等（自社施設）の貸付、ガントリークレーン（公共施設）の運営
2. 港湾施設管理運営（指定管理）
　 上屋、野積場、荷役機械等（公共施設）の管理運営
3. 港湾施設の維持修繕（国有岸壁、水域施設の清掃業務等）

市財政支出
額

R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員
数

R5.7.1現在

常勤
役員

4人
常勤
職員

83人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 博多港ふ頭（株）

基本財産 700,000千円
所管部署  港湾空港局 港湾振興部 港湾企画課（本市の出資比

率）
(357,000千円　51.0%）

指針における
取組方針

　利用者のニーズに沿った使いやすい港づくりに向けて、港湾サービスの向上を
図るとともに、経費削減など、経営努力を行っていく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①コンテナ
貨物取扱量
(TEU）

847,000

825,245

②CO2排出
量の削減

▲51.2％

▲51.2％
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　環境配慮型荷役機械等の導入を引き
続き推進する。

　C2コンテナターミナル延伸部の供用
時期に併せ、適宜、電動ＲＴＧ及びその
付帯施設を導入する。

Ｃ2コンテナターミナル延伸部の
供用開始に併せ、電動RTG１基
を導入した。

　環境配慮型荷役機械等の導入を引き
続き推進する。

　引き続き「博多港コンテナ物流トライア
ル推進事業」を実施するとともに、集客
型セミナーに参加し、博多港の物流網
の特性や周辺環境、港湾機能を紹介す
るなど更なる博多港の利用促進に取組
む。

②CO2排出量の削減の取組み

　CO2排出量の削減に向けて、国際物流拠点として港湾機能の強化を図るため整備が
進むアイランドシティＣ２コンテナターミナル延伸部に、電動ＲＴＧ及びその付帯施設の導
入を推進する。

　C2コンテナターミナル延伸部の供用
時期に併せ、適宜、電動ＲＴＧ及びその
付帯施設を導入する。

Ｃ2コンテナターミナル延伸部の
供用開始に併せ、電動RTG４基
及び給電設備を導入した。

　博多港物流トライアル推進事業を主軸
に多くの関係者が参加するオンラインを
含めた集客型セミナーや物流フォーラ
ムなどにおいて博多港のPR活動を行
い、更なる博多港の利用促進に取り組
む。

博多港物流トライアル推進事業
を２０事業採択するとともに、日本
海側の港湾との試験輸送や意見
交換を行うなどネットワーク構築
に取り組んだ。

　引き続き「博多港コンテナ物流トライア
ル推進事業」を実施するとともに、集客
型セミナーに参加し、博多港の物流網
の特性や周辺環境、港湾機能を紹介す
るなど更なる博多港の利用促進に取組
む。

博多港コンテナ物流トライアル推
進事業を実施するとともに、物流
展示会への出展や日本海側港
湾向けの博多港見学会の開催
など博多港の利用促進に取り組
んだ。

　引き続き「博多港コンテナ物流トライア
ル推進事業」を実施するとともに、集客
型セミナーに参加し、博多港の物流網
の特性や周辺環境、港湾機能を紹介す
るなど更なる博多港の利用促進に取組
む。

取
組
項
目

①コンテナ貨物取扱量増加の取組み

　荷主・物流企業に対する博多港利用の物流モデルを活用した提案型営業活動や船会
社に対するターゲットを絞った航路誘致活動など、物流動向を踏まえた実効性のある戦
略的な取組みを実施する。
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　HiTSやKACCSの運用や保守を引き
続き行うとともに、リードタイム短縮など
作業の効率化に向けた取組みを検討・
実施する。
　HiTSやKACCSの運用や保守を引き
続き行うとともに、リードタイム短縮など
作業の効率化に向けた取組みを検討・
実施する。

③利便性の高いターミナル運営の取組み

　博多港物流ITシステム（HiTS）及びターミナルオペレーションシステム（KACCS）の機能
向上に取り組むとともに、ターミナル内作業の効率化に向けた取組みを検討し、利便性
の高いコンテナターミナルの運営を目指す。

　HiTSやKACCSの運用や保守を引き
続き行うとともに、リードタイム短縮など
作業の効率化に向けた取組みを検討・
実施する。

利用者より要望があったＷｅｂブ
ラウザ（Microsoft Edge/Google 
Chrome）に対応するシステムを
提供するとともに、繁雑化してい
る利用者の事前情報の入力作業
の効率化・省力化を図り、作業の
効率化に努めた。

　HiTSやKACCSの運用や保守を引き
続き行うとともに、リードタイム短縮など
作業の効率化に向けた取組みを検討・
実施する。

HiTSやKACCSの運用や保守を
引き続き行うとともに、ターミナル
の拡張に併せ、KACCSのシステ
ムを改修した。

取
組
項
目
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

835,375TEU

実績 824,281

電動RTG21
基（総21基

中）
ハイブリッド
ストラドル

キャリア6台
（総17台中）

実績
RTG：22基
ストラドルキャ
リア：6台

・HiTS/
KACCSの機
能向上に向
けた検討・
実施
・ターミナル
内作業の効
率化に向け
た取組みを
検討・実施

実績
HiTS：
海外の13港と
IT連携中

取組項目
令和４年度

①コンテナ
貨物取扱量
増加の取組
み

HiTS：
海外の13港と
IT連携中

825,245

②エネル
ギーコスト
（CO2排出
量）削減の
取組み

RTG：26基
ストラドル

キャリア：6台

③利便性の
高いターミ
ナル運営の
取組み

取組
スケジュール

・市と連携し、戦略的な航路誘致・集荷活動の実施

・博多港利用の物流モデルを活用した提案型営業活動 等

・HiTS/KACCSの運用や保守を実施

・ターミナル効率化に向けた取組みを検討・実施

・電動化RTGの新規導入および運用、保守を実施

・その他エネルギーコスト削減への新たな取組を検討・実施
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 175,342 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 2人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

83% 85% 88% 90%

83% 85.8%

100 103 110 113

100 102

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市学校給食公社

基本財産 10,000千円
所管部署  教育委員会 教育支援部 給食運営課（本市の出資比

率）
(5,000千円　50%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業 1．小学校、中学校及び特別支援学校給食に要する物資の調達・配給

市財政支出
額

R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

- -

常勤役職員
数

R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

24人

指針における
取組方針

　給食物資の調達業務について、地産地消の充実や休校時のフードロス対策の
強化とともに、一層の効率化を進め、経費削減に取り組んでいく。

団体のＫＰＩ

ＫＰＩ
令和４年度

①学校給食
物資の安定
供給に対する
満足度

87%

実績 87.7%

②食育支援・
地産地消・
フードロス削
減の達成状
況

107

実績 118
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

①運営の効率化・健全化と安全安心な食材の安定的な供給

　事務事業や執行体制の見直しを図り効率的で健全な経営を行う。また、安全・安心でお
いしい学校給食用物資を安定的に調達することに全力を注ぎ、児童や生徒の食環境向上
に貢献する。

・公社運営の効率化、健全化推進
・物資の安定供給確保
・物資の品質向上
・検査体系の整理

・より効率的な発注業務が実施でき
るよう、物資調達課の組織体制を見
直した（２係を１係に統合）
・物資の安定供給確保のため、業者
の参入障壁改善に向けたヒアリング
を実施し課題を整理し、市教委及び
業者との協議を進めた。
・納入業者への指導や青果類の契
約方法見直し検討等を実施した。
※青果類の品質に対する栄養教諭
等の満足度57.9％
・福岡市教育委員会と協議し物資の
安心安全を担保できる、より効率的
な検査体制を整理した。

・公社運営の効率化、健全化推進
・物資の安定供給確保
・物資の品質向上
・検査体系の整理

・効率的な発注業務実施と利便性
向上のためのシステム改良や事務
処理マニュアル再整備を行った。
・業者の参入障壁改善に向けたヒア
リングを踏まえ業者登録に係る事務
要綱見直しにより業者の登録申請
等負担軽減を図った。
・納入業者へのヒアリングを実施し
青果類の契約方法について課題整
理を行っている。
※青果類の品質に対する栄養教諭
等の満足度57.4％
・物資の安心安全確保と検査効率
化のため検査内容や方法を整理し
検査マニュアルを作成した。

・公社運営の効率化、健全化推進
・物資の安定供給確保
・物資の品質向上
・検査体系の整理

・公社運営の効率化、健全化推進
・物資の安定供給確保
・物資の品質向上
・検査体系の整理
・次期中期経営計画策定
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

取
組
項
目

・学校給食を通して食の大切さを伝えるため、栄養教諭等と連携し食育活動を推進する。
・地産地消の充実のため、市内産農水産物及び加工品を給食に積極的に利用し、またそ
の魅力発信に努める。
・休校時の未利用食材について、献立スライドや繰越使用、フードバンク等への提供等に
より有効活用に努める。

②公益性を最大限活かした取組みの推進

・食育活動支援の推進
・地産地消の推進
・フードロス対策の推進

・学校における食育支援のため、
出前講座を計21回実施した（うち
10回はオンライン開催）
・市内産農水産物加工品を計37
回提供し、地産地消を推進した。
・新型コロナの影響で発生した学
級閉鎖や休校に際し、繰越使
用、フードバンクへの無償譲渡、
パンの一般向け販売等により未
利用食材の有効活用を図った。
※対応率（未利用物資のうち有
効活用した物資の割合）：92.0％

・食育活動支援の推進
・地産地消の推進
・フードロス対策の推進

・学校における食育支援のため、
出前講座を計24回実施した（うち
5回はオンライン開催）
・市内産農水産物加工品を計47
回提供し、地産地消を推進した。
・新型コロナの影響で発生した学
級閉鎖や休校に際し、繰越使
用、フードバンクへの無償譲渡、
パンの一般向け販売等により未
利用食材の有効活用を図った。
※対応率（未利用物資のうち有
効活用した物資の割合）：
100.0％

・食育活動支援の推進
・地産地消の推進
・フードロス対策の推進

・食育活動支援の推進
・地産地消の推進
・フードロス対策の推進
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

中期経営計画
策定

計画実施
次期経営計

画策定

実績
計画実施

進捗管理会議
実施（年３回）

中期経営計画
策定

計画実施
次期経営計

画策定

実績
計画実施

進捗管理会議
実施（年３回）

計画実施
進捗管理会
議実施（年３

回）

取組
スケジュール

取組項目
令和４年度

①運営の効
率化・健全化
と安全安心な
食材の安定
的な供給

計画実施

計画実施
進捗管理会
議実施（年３

回）

②公益性を
最大限活かし
た取組みの
推進

計画実施
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度
（目標）

令和６年度

133千人 300千人 496千人
前年度の取
締役会で確
定

186千人実績 430千人

指針における
取組方針

　集客強化による展望料収入の増加などに取り組むとともに、経費削減を図り、経
営努力を行っていく。

ＫＰＩ
令和４年度

①展望客数 250千人
団体のＫＰＩ

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

3人
常勤
職員

12人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 福岡タワー（株）

基本財産 3,000,000千円
所管部署

 経済観光文化局 観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ部
 地域観光推進課（本市の出資比率） (1,000,000千円　33.3%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業
1．観光・展望施設の運営
2．電波塔の管理運営
3．放送通信施設設置、通信情報収集、伝達処理

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　引き続き、広報宣伝及び営業活動によ
り国内及びアジアを中心とした国、地域
からの誘客を図る。

　コロナ禍を踏まえた実効性の高い施策
によって国内客の集客を図り、展望客数
30万人を目指す。

新型コロナウィルスの影響を見極
めつつ、人気オンラインゲーム｢刀
剣乱舞｣とのコラボ企画イベント実
施や、福岡市博物館との連携等
による個人客の集客を図った。

　新型コロナウィルスの影響で先行き不
透明であるものの、収束後、観光客の動
向を注視しつつ、広報宣伝及び営業活
動により国内及びアジアを中心とした国、
地域からの誘客を図る。

依然としてコロナの影響はあったもの
の、行動制限が無かったことや10月
からの全国旅行支援もあり国内旅行
需要が回復。更に、水際対策緩和や
円安傾向を追い風とした外国人観光
客の増加により展望客数は大幅に改
善した。

国内外の代理店や観光関連団体､市内集客
施設との連携を図り、旅行需要の着実な取
組みを図る。特に外国船クルーズや国際線
の再開、国際スポーツイベントの開催を通し
たインバウンド需要の確保に注力する。

　展望客の満足度向上によるリピーター拡大のため、展望室の魅力度向上、イルミネーショ
ンの定期的な刷新等を実施するとともに、効果的な営業活動を展開する。

①電波塔としての機能維持

　電波の送受信に適した施設･設備と環境の提供のため、施設の経年劣化に伴う計画的な
予防保全を実施する。

　老朽化対策として、非常階段塗装工事
や雨水管改修工事を安全かつ着実に実
施するとともに、エレベータ等の定期点
検を実施し、施設保全に努める。

　老朽化対策として、非常階段塗
装工事や雨水管改修工事を実施
するとともに、エレベータ等の定期
点検を実施し、施設保全に努め
た。

　点検結果や設備の劣化状況、長期保
全計画を考慮した上で修繕および更新
を実施するとともに、年間計画に沿った
定期点検を行う。

　老朽した屋上防水雨水管を補修、
また予防保全対策として館内の上水
設備や変圧器を更新するとともに年
間計画に沿った定期点検を行った。
また、長期保全計画の見直しを実施
した。

　引き続き、点検結果や設備の劣化状
況、長期保全計画を考慮した上で修繕
および更新を実施するとともに、年間計
画に沿った定期点検を行う。

　引き続き、点検結果や設備の劣化状
況、長期保全計画を考慮した上で修繕
および更新を実施するとともに、年間計
画に沿った定期点検を行う。

②観光タワーとしての持続的成長

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　新型コロナウィルスの影響で先行き不
透明であるものの、収束後、観光客の動
向を注視しつつ、展望客の確保を図ると
ともに、イルミネーションの活用やホール･
広場等施設の継続的利用及び新規顧客
の確保に努める。

ｶﾗｰｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝやｸﾞｯｽﾞ、ｺﾝﾃﾝﾂ
等推し活需要の取組みを展開し、
展望収入以外での収益増を図っ
た。ホール利用では、既存取引先
の継続利用の確保に加え、新規
取引先への営業活動を実施し、２
３件の新規利用を獲得した。

　引き続き、展望客の確保を図るととも
に、イルミネーションの活用やホール･広
場等施設の継続的利用及び新規顧客の
確保に努める。

　引き続き、展望客の確保を図るととも
に、イルミネーションの活用やホール･広
場等施設の継続的利用及び新規顧客の
確保に努める。

③安定的な収益の確保

　展望者数の増加に向けた取組みを強化するとともに、展望者数に左右されない、経営の
下支えとなる安定収益についての施策を検討する。

　新型コロナウィルスの影響で激減した
展望客の回復に取組むとともに、イルミ
ネーションの活用やホール･広場等施設
の継続的利用及び新規顧客の確保に努
める。

個人客を対象としたカラーイルミ
ネーション等の販売促進により、
展望収入以外での底上げを図る
とともに、ホール利用では、既存
取引先の継続利用に加え、新規
取引先の獲得に向けて営業活動
を展開し、新規利用を獲得した。

取
組
項
目
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

計画的な予防
保全の実施

実績

・航空障害
灯の更新
・LED照明設
置工事
・ﾀﾜｰﾎｰﾙ空
調更新工事
・ﾀﾜｰﾎｰﾙ改
修工事

・非常階段塗
装工事
・雨水管補強
工事
・変圧器更新
工事
・受水槽更新
工事　等

新型コロナ
ウィルスの影
響を注視しつ
つ、地元をﾀｰ
ｹﾞｯﾄにしたｼｰ
ｽﾞﾝ企画や人
気ｺﾝﾃﾝﾂとの
ｺﾗﾎﾞ企画など
を実施

季節やｲﾍﾞﾝﾄ毎
に異なるｲﾙﾐﾈｰ
ｼｮﾝの実施によ
る地元をター
ゲットにした集
客に努めるとと
もに、国内外の
旅行需要の着
実な取組みを
図る

実績

・人気ｱﾆﾒとの
ｺﾗﾎﾞｲﾍﾞﾝﾄ実
施
｢進撃の巨
人｣･｢セー
ラームーン」・｢
エヴァンゲリオ
ン」

・人気ｵﾝﾗｲﾝ
ｹﾞｰﾑ｢刀剣乱
舞｣とのｺﾗﾎﾞ
企画ｲﾍﾞﾝﾄ実
施
・福岡市博物
館との連携等
による個人客
の集客

新型コロナ
ウィルスの影
響で激減した
展望客の回復
に取組むとと
もに、展望以
外の収益確保
に努める

展望客の確保
を図るととも

に、イルミネー
ションの活用
やホール･広

場等施設の継
続的利用及

び新規顧客の
確保に努める

・個人向け
オリジナル
イルミネー
ション販売
促進

・個人客を対
象としたｶﾗｰｲ
ﾙﾐﾈｰｼｮﾝ等
の販売促進

取組
スケジュール

実績

・推し活需要
の取組み(ｶ
ﾗｰｲﾙﾐﾈｰｼｮ
ﾝ、ｸﾞｯｽﾞ等）を
実施

取組項目
令和４年度

①電波塔とし
ての機能維持
（計画的予防
保全）

・変圧器更新
工事
・配管更新工
事
・中空部雨水
管補修工事
・ｺﾞﾝﾄﾞﾗ部分
補修
　等

②観光タワー
としての持続
的成長（集客
力向上に寄与
する施設改善
等)

・人気ｱﾆﾒ｢お
そ松さん｣との
ｺﾗﾎﾞ企画ｲﾍﾞ
ﾝﾄ実施
・福岡西エリ
ア施設等との
連携による個
人客の集客

③安定的な収
益の確保

-88-



負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- 348,062 - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

1人 1人 1人 -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

55% 70.0％以上 70.0％以上 70.0％以上

61.1%実績 75.4%

指針における
取組方針

　累積赤字の早期解消に向け、集客力のある演目設定、新たな顧客層の開拓な
ど、さらなる販売促進や経費削減など、経営の効率化に努めていく。

ＫＰＩ
令和４年度

①平均興行
収入率

70.0％以上
団体のＫＰＩ

補助金 貸付金

- -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

4人
常勤
職員

48人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （株）博多座

基本財産 1,125,000千円
所管部署

 経済観光文化局 文化振興部
 文化施設課（本市の出資比率） (300,000千円　26.7%)

方向性 経営努力を行う団体

主な事業
1．演劇の興行
2．劇場施設の維持管理（指定管理）

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

　引き続き買付費や制作費等の公演原
価抑制に取り組むとともに、業務効率化
による販売管理費の削減に取り組んでい
く。

　買付費や制作費等の公演原価抑制に
取り組むとともに、業務効率化による販売
管理費の削減に取り組んでいく。

　各作品の買付費の減額交渉や
公演経費の削減によった興行原
価の抑制に努めた。

　引き続き買付費や制作費等の公演原
価抑制に取り組むとともに、業務効率化
による販売管理費の削減に取り組んでい
く。

　各作品の買付費の減額交渉や
公演経費の削減によった興行原
価の抑制に努めた。

　引き続き買付費や制作費等の公演原
価抑制に取り組むとともに、業務効率化
による販売管理費の削減に取り組んでい
く。

　維持管理費、光熱水費等の削減に努めるとともに、これまでの公演のノウハウや経験をも
とにして、作品の買付費や制作費等の公演原価の削減に取り組む。

①収入向上の取組み

　年代別ニーズに即した演目の選定・製作を実施するとともに、会員組織の拡充や多様な
企画の発案とそれによる既存顧客の囲い込み及び新規顧客の創出を図る。
　また、この他に外部公演の実施、他劇場への自主制作作品の販売、公演に合わせた催
事店舗の出店・商品開発による事業売上の拡大、企業とのタイアップ広告等による収入向
上に取り組む。

　良質で集客力と収益性のある演目の選
定・制作、出演者によるイベントや映像露
出など効果的な広報・宣伝戦略の展開、
多様なチケット販売戦略や企業・団体な
どへの個別提案型の営業戦略を行い、
収入向上に取り組む。

　緊急事態宣言等が発出され、一
部の公演が中止となったが、多彩
なジャンルの公演を実施するとと
もにイベントなどの広報活動を実
施することにより、幅広い年齢層
に来場いただいた。

　良質で集客力と収益性のある演目の選
定・制作、出演者によるイベントや映像露
出など効果的な広報・宣伝戦略の展開、
多様なチケット販売戦略や企業・団体な
どへの個別提案型の営業戦略を行い、
収入向上に取り組む。

　多彩なジャンルの公演を実施す
るとともにSNS等を活用し、最新情
報の提供や新規顧客の開拓など
を実施したことにより幅広い年齢
層に来場いただいた。

　良質で集客力と収益性のある演目の選
定・制作、出演者によるイベントや映像露
出など効果的な広報・宣伝戦略の展開、
多様なチケット販売戦略や企業・団体な
どへの個別提案型の営業戦略を行い、
収入向上に取り組む。

　良質で集客力と収益性のある演目の選
定・制作、効果的な広報・宣伝戦略の展
開、多様なチケット販売戦略や企業・団
体などへの個別提案型の営業戦略を行
い、収入向上に取り組む。

②経費削減の取組み

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

実績

取組
スケジュール

③新中期経
営計画の策
定

実績

取組項目
令和４年度

①収入向上
の取組み

②経費削減
の取組み

実績

　中期経営計画の事業戦略に基づき、単
年度黒字を目指す。

累積赤字減少に向け、売上の拡
大と公演原価等の抑制による経
営努力を行った。

　中期経営計画の事業戦略に基づき、単
年度黒字を目指す。

　中期経営計画の事業戦略に基づき、単
年度黒字を目指す。

③単年度黒字を継続するため、経営計画の見直しを実施。

　累積赤字解消にむけ、単年度黒字の継続を目指す。そのため、現在の中期経営計画の
満了に伴い、新たな経営計画を策定し、今後の目標を定める。

　コロナウイルスの影響を踏まえたうえ
で、新中期経営計画を策定し、累積赤字
減少に向け、売上の拡大と公演原価等
の抑制による経営努力を行う。　また、市
の施策（「博多旧市街プロジェクト」等）や
地域との連携を進め、人が集い、街とつ
ながる劇場を目指す。

令和３年６月に新たな中期経営計
画を策定し、累積赤字減少に向
け、売上の拡大と公演原価等の
抑制による経営努力を行った。

取
組
項
目

現 中期

経営計画

見直し

新 中期経営計画（令和３年度策定予定）

随時実施

随時実施

検討・実施

検討・実施

現 中期 新 中期経営計画 実施
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

52,882 - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 2人 1人 2人

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

570 539

実績 570 539

1,896 1,951

実績 1,896 1,951

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 福岡地下街開発（株）

基本財産 7,382,280千円
所管部署

 住宅都市局 地域まちづくり推進部
 地域計画課（本市の出資比率） (3,600,000千円　48.8%)

主な事業
1．地下街店舗、その他の不動産の建設、取得、管理、賃貸
2．自動車駐車場業

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

19,500 -

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

4人
常勤
職員

22人

方向性 経営努力を行う団体

指針における
取組方針

　天神地下街において、魅力あるテナントや商品の誘致などに取り組み、集客・売
上の維持向上を図るとともに、経費削減に努め、経営努力を行っていく。

ＫＰＩ
令和４年度

団体のＫＰＩ

1,922

①店舗（レ
ジ）客数
（万人）

599

599

②賃料収入
（百万円）

1,922

滞在型商空間の実現

により集客増を図る

令和２年度以上の収入

の確保を図る
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

【コロナ収束が前提】
　月２回程度の集客催事の企画・実施を
行うなど、お客様に愛される魅力的な商
業施設の創出に努める。

公共地下通路の適切な維持管理
に取り組むと共に長期投資計画
に基づき、空気調和設備更新工
事等の実施及び震補強工事に着
手した。

　引き続き、公共地下通路の適切な維持
管理を行うとともに、長期投資計画に基づ
く設備投資や耐震工事を実施する。

　引き続き、公共地下通路の適切な維持
管理を行うとともに、長期投資計画に基づ
く設備投資や耐震工事を実施する。

②快適で魅力的な地下空間の形成

　コロナ禍により多くの催事が中止・延期
となっている。今後は、安心安全を考慮し
３密をつくらないようなイベントコーナーの
運用検討、催事の企画・実施に取り組ん
でいく。

　令和３年度に引き続き、必要な感染防
止対策を講じた上で、イベントコーナーの
運用検討、催事の企画・実施に取り組ん
でいく。

必要な感染防止対策を講じた上
で、イベントコーナーの運用（催事
の実施）に取り組んだ。コロナ禍に
より催事の申込み自体が減少した
ため、件数は年間１１件（中止２
件）とコロナ禍前の３分の１という
結果になった。

必要な感染防止対策を講じた上
で、イベントコーナーの運用（催事
の実施）に取り組んだ。コロナ禍の
影響により催事の申込み自体はコ
ロナ前より少ないものの、件数は
年間１７件と回復の兆しが見られ
る。

①快適で安全な公共地下通路の維持管理

　地上交通の緩和や、公共地下通路の快適性向上と、安全性に配慮した適切な維持管理
を計画的に行う。また、老朽化に伴う諸設備の更新や耐震対策として、長期投資計画に基
づく設備投資や改修工事、耐震工事を行う。

　公共地下通路の適切な維持管理を行う
とともに、長期投資計画に基づく設備投
資を行う。

　年間を通じた集客催事の企画・実施等により、お客様に愛される魅力的な商業施設の創
出に努める。また、バリアフリーに配慮した施策にも積極的に取り組む。

　令和３年度に引き続き、公共地下通路
の適切な維持管理を行うとともに、長期投
資計画に基づく設備投資や耐震工事を
実施する。

公共地下通路の適切な維持管理
に取り組むと共に長期投資計画
に基づき、冷却塔の移設や耐震
補強設計を実施した。

　引き続き、月２回程度の集客催事の企
画・実施を行うなど、お客様に愛される魅
力的な商業施設の創出に努める。

取
組
項
目
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

③積極的な営業戦略の推進

　店舗の入替及びＭＤ（商品政策）変更を効果的に行い、 適なテナント（業種・業態）の組
み合わせによる天神地下街の魅力向上と店舗売上高の増収に努める。

　コロナ禍により景況感が著しく悪化した
ことに伴いテナントの体力や出店意欲が
低下しているため、希望テナントの誘致が
難しい。厳しい状況下にあるが、店舗入
替えや改装等のテナント活性化事業を行
い、店舗売上高の増収に努める。

コロナ禍前と遜色ない２３店舗の
テナント活性化を実施したが、リー
シング環境は厳しい。
希望テナントの誘致が難しく、催
事店舗導入や出店条件緩和など
を行い、空床を回避している状況
である。
なお、店舗売上高も全体で前年
比９１．７％と苦戦した。

　令和３年度に引き続き、厳しい状況が続
くと想定されるが、店舗入替えや改装等
のテナント活性化事業を行い、店舗売上
高の増収に努める。

　引き続き、厳しい状況が続くと想定され
るが、店舗入替えや改装等のテナント活
性化事業を行い、店舗売上高の増収に
努める。

　引き続き、厳しい状況が続くと想定され
るが、店舗入替えや改装等のテナント活
性化事業を行い、店舗売上高の増収に
努める。

リーシング環境は前年に引き続き
厳しいが、１７店舗のテナント活性
化を実施した。
現況においてMD計画に沿ったテ
ナント誘致は難しいが、出店条件
緩和や積極的なPOPUP店舗導入
などを行い、売上確保に努めた。
その結果、店舗売上高は前年比１
１２．２％となった。

長期投資計画に基づき設備の改
修工事を進めつつ、取組み時期
を調整して年間コストの 適化を
行い、支出への影響をコントロー
ルした。

　余裕資金の安全かつ効率的な運用を図るなど、より安定的な経営を目指す。また事業コス
トの低減やライフサイクルコストを勘案した計画的な施設の保全更新に取り組む。

　長期投資計画に基づく改修工事を行う
こと等により、事業コストの削減等を図る。

　令和３年度に引き続き、長期投資計画
に基づく改修工事を行うこと等により、事
業コストの削減等を図る。

長期投資計画に基づき設備の改修
工事を進めつつ、取組み時期を調整
して年間コストの 適化を行い、支出
への影響をコントロールした。

取
組
項
目

　引き続き、長期投資計画に基づく改修
工事を行うこと等により、事業コストの削減
等を図る。

　引き続き、長期投資計画に基づく改修
工事を行うこと等により、事業コストの削減
等を図る。

④資金の有効活用や事業コストの低減
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令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

施設の適切
な維持管理

長期投資計
画

実績

・施設の適切
な維持管理
の遂行
・冷却塔移
設工事や耐
震実施設計
等の長期投
資計画実施

・施設の適切
な維持管理
の遂行
・排気塔移設
工事や耐震
実施設計等
の長期投資
計画実施

実績
１２件

※中止１３件

１１件

※中止２件

実績 １６店舗
２３店舗

※催事２店舗
を含む

・耐震実施
設計におけ
る補助金の
取得

・耐震実施設
計における補
助金の取得

・施設の適
切な維持管
理の遂行

・南端エリア
増強工事や
耐震工事等
の長期投資
計画実施

④資金の有
効活用や事
業コストの低
減

１７件

※中止１件

１７店舗
※POPUP　
１０店舗を含

む

①快適で安
全な公共地
下通路の維
持管理

実績
・耐震工事
における補
助金の取得

②快適で魅
力的な地下
空間の形成

③積極的な
営業戦略の
推進

取組項目
令和４年度

取組
スケジュール

集客催事の企画・実施（月２回程度）

店舗入替・業種業態変更・店舗改装等

ﾃﾅﾝﾄ活性化事業（年間２０店舗程度実施）

営業利益を確保するため耐震事業のコスト削減（補助

金取得含む）や設備老朽化に伴う計画的な設備投資
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負担金 委託料
債務保証
（限度額）

損失補償
（限度額）

- - - -

うち
市派遣

うち
市退職者

うち
市派遣

うち
市退職者

- 1人 - -

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度
（目標）

89.88% 88.00%

実績 90.96%

30.57% 32.00%

30.83%

90.67%

②奨学金回
収率
 （過年度）

方向性 経営努力を行う団体

ＫＰＩ
令和４年度

①奨学金回
収率
（現年度）

指針における
取組方針

　新たな奨学金の原資となる貸付金の返還収入を確実に回収するため、さらなる滞
納対策の強化に取り組んでいく。

団体のＫＰＩ

実績 28.35%

主な事業
奨学金貸付事業
高等学校等生徒に対する奨学金並びに入学資金貸与

市財政支出額
R4年度決算
（単位：千円）

補助金 貸付金

49,996 4,956,099

常勤役職員数
R5.7.1現在

常勤
役員

1人
常勤
職員

6人

「外郭団体のあり方に関する指針」に基づく進行管理シート

団体名 （公財）福岡市教育振興会

基本財産 61,180千円
所管部署  教育委員会 教育支援部 教育支援課（本市の出資比率） (28,850千円　47.2%)
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R3
予定

R3
実績

R4
予定

R4
実績

R５
予定

R５
実績

R６
予定

R６
実績

令和２年度
（現状）

令和３年度 令和５年度 令和６年度

・督促ハガキ送付
14,169件

・架電件数
19,706件

・家庭訪問
222件

・支払督促申立
131件

取組
スケジュール

実績

・督促ハガキ送付
14,464件

・架電件数
24,052件

・家庭訪問
140件

・支払督促申立
76件

　文書督促、電話督促や家庭訪問に力
を入れて取り組み、奨学金返還金回収に
努める。

　文書督促、電話督促や家庭訪問に力
を入れて取り組み、奨学金返還金回収に
努める。

取組項目
令和４年度

①返還金回
収の強化

取
組
項
目

①奨学金返還金の回収率向上

　電話督促や家庭訪問、支払督促申立などの法的措置をさらに強化することにより、奨学
金返還金の回収率を向上させ、事業の安定的な運営を図るもの。

　コロナ感染症蔓延により、本会の事務
遂行体制と債務者の収入状況の双方に
強い影響を受けており、困難な状況であ
るが、前年並みの実績の確保に努める。

　引き続き、高校卒業前の返還手
続きの奨励等早めの滞納防止に
努めた。現年度分・過年度分の回
収率が、ともに前年度の実績を上
回った。

　引き続き、電話督促や家庭訪問に力を
入れて取り組み、奨学金返還金の増加を
図る。

引き続き、高校卒業前の返還手
続きの奨励等早めの滞納防止に
努めた。今年度は、電話督促に力
を入れ、現年度分の回収率は前
年度並みの高水準を維持した。

電話督促や家庭訪問、支払督促申立など滞納対策の更なる強化
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